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図表　3－1－7　自動車騒音の面的評価による環境基準達成率

図表　3－1－6　一般地域における騒音の環境基準達成率

資料：県環境保全課 

資料：県環境保全課

A類型…騒音規制地域のうち、第１種区域及び第２種区域（第１種中高層住居専用地域及び第２種中高層住居専用地域に限る。）
に属する地域 

B類型…騒音規制地域のうち、第２種区域（第１種中高層住居専用地域及び第２種中高層住居専用地域を除く。）に属する地域 
C類型…騒音規制地域のうち、第３種区域及び第４種区域に属する地域 
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（２）振動 

振動公害は、工場、建設作業、交通機関等による人為的な地盤振動が原因で、建物を振動させて、物

的又は感覚的被害を与えます。 
 

図表　3－1－8　振動に係る当年度発生苦情件数の推移 

 

 

 

（３）地盤の沈下 

地盤沈下は、主として軟弱地盤において地下水を過剰に採取することによって生じるもので、一旦沈

下を生じると、ほとんど回復することが不可能であるという特徴があります。現在、広島県において、

地盤沈下が認められる地域はありません。 

 
（４）悪臭 

悪臭の発生源は、製造業、塗装業、畜産業、下水・清掃事業、浄化槽など多種多様あり、様々な臭気

物質が複合して生じるものであることから、臭気指数 7 に基づく規制の導入が効果的です。 

図表　3－1－9　悪臭に係る当年度発生苦情件数の推移 

 資料：県環境保全課

資料：県環境保全課

7　臭気指数：においそのものを人の嗅覚により測定する方法。採取した空気を無臭空気で希釈して実際に人がにおいを嗅ぎ、においのしなくなったと

きの希釈倍率から算出する。
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※1　目安は、目標値を現状で達成すべき水準に按分した数値 
 

 
（１）騒音・振動の防止 

ア　自動車騒音・道路交通振動対策 

（ア）自動車騒音及び道路交通振動の実態把握　［環境保全課］ 

個々の自動車から発生する騒音は、「騒音規制法」による規制が行われており、規制は段階的に強化

されてきました。自動車騒音の測定は環境基準の指定地域内において、道路交通振動の測定は県内主

要道路の沿線において、県や市町が測定を実施しています。 
測定の結果、指定地域内における自動車騒音や道路交通振動が環境省で定める限度を超え、道路周

辺の生活環境が著しく損なわれると認められるときは、市町長は、騒音について県公安委員会に対し

道路交通法の規定による措置を要請したり、道路管理者等に意見を述べます。（令和５年度実績なし） 
《測定結果は、「広島県環境データ集」参照》 

【令和５年度実績・令和６年度内容】自動車騒音の測定及び面的評価を実施。 

 

イ　工場・事業場の騒音・振動対策 

（ア）工場・事業場等に対する規制の実施　［環境保全課］ 

ａ　騒音規制 

「騒音規制法」及び「生活環境保全条例」により、指定地城内における特定の工場・事業場、特定

の建設作業及び音響機器の騒音規制を実施するとともに、県内全域における深夜騒音、拡声放送等の

規制を行っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】21 市町で規制地域を指定しており、県は、市町に対し、技術的・

専門的な助言を行い、市町の円滑な事務執行を支援。《規制状況、届出状況及び立入調査結果は、「広島県

環境データ集」参照》 

ｂ　振動規制 

「振動規制法」により、指定地域内における特定の工場・事業場、特定の建設作業の振動規制を実

施しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】19 市町で規制地域を指定しており、県は、市町に対し、技術的・

専門的な助言を行い、市町の円滑な事務執行を支援。《規制状況、届出状況及び立入調査結果は、「広島県

環境データ集」参照》

【成果指標】 

【取組状況】

 
担当課 指標項目（内容） 単位

基準年度値 
（R1）

現状値 
（R5）

目標値 
(目標年度)

目安※１ 指標の 
達成率

進捗 
状況

 
環境保全課

環境基準達成率：一般
地域における騒音

％

91.9 95.0 環境基準の達
成率の向上を
図る 

　（R7）

91.9 103.4%
目標どお

り達成

 
環境保全課

環境基準達成率：道路
に面する地域における
騒音

84.6 91.9 84.6 108.6%
目標どお

り達成

 
環境保全課

環境基準達成率：航空
機騒音

100 100
100 

（R7）
100 100%

目標どお

り達成

 
環境保全課

環境基準達成率：新幹
線鉄道騒音

50 70.0
環境基準の達
成率の向上を
図る （R7）

50 140.0%
目標以上

達成
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（イ）環境騒音の実態把握　［環境保全課］ 

【令和５年度実績・令和６年度内容】市町が一般地域や道路に面する地域の環境騒音の実態を把握し、

県は市町に対し技術的な支援を実施。《類型指定状況、環境基準達成状況は、｢広島県環境データ集｣参照》 

 

ウ　その他の騒音発生源対策等 

（ア）航空機騒音の常時・短期測定　［環境保全課、空港振興課］ 

広島空港周辺において、航空機騒音に係る環境基準の類型を指定しています。環境基準の達成状況

等を把握するため、常時及び短期騒音測定を実施しています。《類型指定状況、測定結果は、「広島県環境

データ集」参照》 

【令和５年度実績・令和６年度内容】常時５地点、短期 20 地点で騒音測定を実施。 

 
（イ）新幹線騒音対策　［環境保全課］ 

新幹線鉄道騒音に係る環境基準の類型を指定しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】環境基準の達成状況等を把握するため、沿線において市町が測

定を実施し、県は市町に対し技術的・専門的な助言を行い、市町の円滑な事務執行を支援。《類型指

定状況、測定結果は、「広島県環境データ集」参照》 

 

（２）悪臭の防止 
ア　悪臭規制地域の指定　［環境保全課］ 

「悪臭防止法」により、指定地域内における全工場・事業場に対し、特定の悪臭物質濃度又は臭気指

数による規制を実施しています。また、「生活環境保全条例」により、県内全域における特定の事業場

に対し、規制を行っています。地域の指定は、住民の生活環境を保全するため、悪臭を防止する必要

があると認める住居が集合している地域等について行っています。《規制地域及び規制基準は、「広島県環

境データ集」参照》 
【令和５年度実績・令和６年度内容】市町への臭気指数規制の導入を推進。 

 
イ　工場・事業場に対する悪臭規制の実施　［環境保全課］ 

【令和５年度実績・令和６年度内容】「悪臭防止法」及び「生活環境保全条例」による規制事務を行う

市町において、工場・事業場に対して立入検査及び悪臭の測定を実施。《届出状況及び立入調査結果は、

「広島県環境データ集」参照》　
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（１）公共用水域 8 の環境基準達成状況 

ア　健康項目 

人の健康の保護に関する項目（カドミウムなど 27 項目）については、測定した 146 地点のうち、１地

点で１項目（ふっ素）の環境基準が未達成でしたが、それ以外はすべて環境基準を達成していました。 

※環境基準の評価方法：年間平均値による 

 

イ　生活環境項目 

環境基準の類型が指定されている河川 24 水系 82 水域、海域 14 水域、湖沼８水域におけるＢＯＤ9（河

川）・ＣＯＤ10（海域・湖沼）の環境基準の達成状況は、過去５か年の傾向として、河川は横ばい傾向で

すが、海域、湖沼は変動しています。 

河川のＢＯＤの環境基準達成率は高い状況ですが、都市部の河川では、生活排水による汚濁がみられ、

環境基準が達成されていません。 

また、県内で排出されるＣＯＤ汚濁負荷量 11 は減少傾向ですが、内部生産 12 や藻場・干潟の減少等に

よる浄化機能の低下などの影響により、海域のＣＯＤ環境基準達成率は低い水準で推移しています。富

栄養化 13 に伴う赤潮 14 も依然として発生していることから、引き続き、海域に流入する汚濁負荷量の計

画的な抑制が必要となっています。《類型指定状況と測定結果は、「広島県環境データ集」参照》 

また、全窒素及び全りんの環境基準の類型が指定されている海域９水域、湖沼８水域の環境基準の達

成状況について、海域の全りんは全地点で基準を達成し、海域の全窒素も高い水準で基準を満たしてい

ますが、湖沼の全窒素・全りんは横ばい又は変動傾向です。 
 

 

 

【現状と課題】

 第２節　健全な水環境の保全・管理

 測定地点名 濃度 原因 環境基準値 ※

 
黒瀬川 樋の詰橋 1.1mg/L 渇水による河川流量の減少 0.8mg/L

8　公共用水域：河川、湖沼、海域、港湾、沿岸海域など広く一般に開放された水域及びこれらに接続する下水路、用水路等公共の用に供する水域のこ

と。 
9　ＢＯＤ：生物化学的酸素要求量。微生物が水中の有機物を分解する時に消費する酸素の量で、河川で環境基準値が定められている。この値が大きい

ほど、汚濁の程度も大きい。 
10　ＣＯＤ：化学的酸素要求量。水中の有機物を酸化剤で酸化する時に消費される酸素の量で、湖沼・海域で環境基準値が定められている。この値が

大きいほど、汚濁の程度も大きい。 
11　汚濁負荷量：陸域から排出されるＣＯＤ、窒素及びりん等の汚濁物質の総量。「汚濁負荷量＝汚濁濃度×排出量」で計算する。 
12　内部生産：湖沼、内湾など閉鎖性水域において、植物プランクトンの増殖（光合成）により有機物が生産されること。植物プランクトンの増殖に

は．窒素やりんが不可欠であることから、こうした栄養塩類の水域への流入量を削減することにより内部生産を抑制できる。 
13　富栄養化：水の交換が少ない閉鎖性水域において、工場排水等により水中の栄養塩類の窒素やりんなどが増え、プランクトン等が増殖しやすい状

態になること。 
14　赤潮：窒素やりんの増加に伴う水域の富栄養化により、水中の植物プランクトンが異常に増殖して水の色が赤褐色や茶褐色に変色すること。 

※（環境基準達成水域数/環境基準類型指定水域数）×100　 資料：県環境保全課

図表　3－2－1　河川・海域・湖沼環境基準達成率　※
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ウ　地下水 

令和５年度は県内 47 地点で地下水の水質調査を実施し、環境基準達成率は、89.4％（令和４年度

92.0％）でした。《測定結果等は、「広島県環境データ集」参照》 

 

（２）発生汚濁負荷量 

県内で排出される汚濁負荷量は、瀬戸内海流域がそのほとんどで、経年的には横ばい傾向です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
産業排水の発生汚濁負荷量のうち、ＣＯＤ、りんの約３～４割が総量規制の対象とならない小規模及

び未規制の事業場等から排出されています。窒素については、指定地域内事業場からの負荷量が約８割

を占めています。 
なお、産業排水の業種別の負荷量の割合としては、ＣＯＤ及び窒素では、パルプ・紙製造業、化学工

業及び鉄鋼業で約５～６割を占めるなど、工業が盛んな本県の地域性を反映したものとなっています。 
りんは、食料品製造業の割合が約２割を占めるほかは製造業以外の業種による負荷量が約７割と多く

なっています。

図表　3－2－2　全窒素及び全りん環境基準達成率（海域・湖沼）※

図表　3－2－3　県内で排出される汚濁負荷量（令和４年度末現在） 

　※端数処理の関係で、合計が合わない場合がある。   　　 　　　　 　　資料：県環境保全課 

 
区　分

産業排水 

（ｔ／日）

生活排水 

（ｔ／日）

その他 

（ｔ／日）

合計 

（ｔ／日）

 

瀬戸内海

ＣＯＤ 17 14 6 37

 窒素 10 14 16 40

 りん 0.5 1.1 0.7 2.3

 
その他 

（江の川）

ＣＯＤ 2.3 1.4 2.3 6

 窒素 0.5 1.2 6.9 8.6

 りん 0.1 0.1 0.3 0.5

 

県計

ＣＯＤ 19 16 8 43

 窒素 10 15 23 48

 りん 0.7 1.2 1.0 3.0

※（環境基準達成水域数／環境基準類型指定水域数）／100 資料：県環境保全課
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また、生活排水の発生汚濁負荷量のうち、ＣＯＤの約５割が未処理のまま放流される生活雑排水によ

るものであり、排水処理施設の整備など、着実な対策が必要です。窒素については、下水道終末処理場

からの負荷量が約５割を占めていますが、これは下水道整備の進展により、生活雑排水の処理が進んだ

結果です。 
なお、汚水処理人口普及率（し尿と生活排水の処理率）を地域別に見ると、市域と町域で格差があり、

とりわけ中山間地域では、地形的な条件等により整備が遅れています。《産業排水、生活排水ごとの発生源

別汚濁負荷量の割合等は、「広島県環境データ集」参照》 

 

 

 

 

 

 

資料：県循環型社会課、県農業基盤課、県港湾漁港整備課、県都市環境整備課
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（トン／日）

H4 H5 H6 H7 H8 H9H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30R1 R2 R3 R4 （年度）

その他

産業排水

生活排水

74.5 76.0 77.2 78.5 79.2 80.1 81.3 82.2 83.3 84.4 85.0 85.9 86.6 87.1 87.9 88.488.8 89.4 89.8 90.3 90.7 

66.7 68.1 69.3 70.5 71.7 72.7 73.7 75.1 75.8 76.3 77.0 77.6 77.8 78.3 78.8 79.379.7 80.1 80.5 81.0 
81.4 

62.3 63.3 64.2 65.2 66.2 67.0 67.9 68.9 69.9 70.5 71.2 72.0 72.8 73.6 74.7 75.3 75.8 76.4 76.8 77.2 77.5 

1.6 1.7 1.8 1.9 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.9 1.9 2.0 1.9 1.8 1.8 1.8 1.7 1.8 

10.6 11.1 11.2 11.4 11.0 11.1 11.4 11.2 11.4 11.9 11.8 11.9 11.8 11.5 11.2 11.2 11.1 11.0 11.1 11.2 11.4 
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（％）

H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5（年度）

汚水処理人口普及率
下水道普及率（全国）
下水道普及率（広島県）
集落排水
浄化槽等

図表　3－2－4　瀬戸内海流域におけるＣＯＤ発生汚濁負荷量

図表　3－2－5　汚水処理人口普及率

※窒素、りんはデータが少ないため未掲載　　　　　　　　　　　　　　　　資料：県環境保全課 
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（３）富栄養化の状況 

県内の湖沼や海域においては、生活排水等の流入による窒素・りん濃度の上昇（富栄養化）が原因と

なり、植物プランクトンが繁殖して赤潮や水道水源の利水障害が発生しています。 

椋梨ダムでは、過去 10 数年来、水の華 15・アオコが発生しており（令和元年度は 54 日、令和２年度

は 45 日確認）、特に、平成８年には下流の宮浦・坊士浄水場の濾過障害の遠因と考えられ、平成 12 年に

は貯水池内のアオコの大量発生による異臭及び景観阻害が生じているため、水質保全対策が必要とされ

ています。《赤潮発生海域概要及び椋梨ダムのアオコ確認日数は、「広島県環境データ集」参照》 

 

図表 3－2－6 赤潮発生状況 

年 

発生件数 
発生継続日数別件数 

（広島県） 

発生日数 

（広島県） 

漁業被害を 

伴った件数 

広 

島 

県 

瀬 

戸 

内 

海 

５ 

日 

以 

内 

６ 

～ 

10 

日 

11 

～ 

30 

日 

31 

日 

以 

上 

発 

生 

日 

数 

平 

均 

日 

数 

広 

島 

県 

瀬 

戸 

内 

海 

H18 9 94 0 2 4 3 282 41 1 11 

H19 3 99 0 1 1 1 143 47 0 9 

H20 2 116 0 0 1 1 50 25 0 19 

H21 4 104 0 0 0 4 233 58 0 7 

H22 4 91 0 0 0 4 169 42 0 9 

H23 2 89 0 0 1 1 59 30 1 11 

H24 3 116 0 1 0 2 96 32 0 18 

H25 6 83 0 0 3 3 195 33 0 9 

H26 4 97 0 0 0 4 241 60 1 13 

H27 4 80 0 0 1 3 217 54 0 16 

H28 3 78 0 0 0 3 277 92 1 14 

H29 2 71 0 0 0 2 145 73 0 12 

H30 4 82 0 0 1 3 150 38 0 9 

R1 2 58 0 0 0 2 97 49 0 6 

R2 4 83 0 0 2 2 210 53 1 6 

R3 2 70 0 0 0 2 161 81 1 12 

R4 3 59 0 0 0 3 202 68 0 7 

R5 7 － 0 0 2 5 315 45 0 － 

                       資料：水産庁瀬戸内海漁業調整事務所、県水産課 

※令和５年度の瀬戸内海の赤潮発生件数及び漁業被害件数は、令和７年版環境白書にて公表。 

 

（４）有機フッ素化合物 

有害性が指摘されている有機フッ素化合物（PFAS）16の一種である PFOS（ペルフルオロオクタンスル

ホン酸）及び PFOA（ペルフルオロオクタン酸）が、昨年度、瀬野川流域の河川及び飲用中の地下水にお

いて、国が定めた暫定的な目標値である 50ng/L を超過して検出されました。 

暫定目標値は、環境基準値ではないものの、継続的に摂取する水は目標値を下回ることが望ましいと

されていることから、国が定めた対応の手引きに従い、曝露防止の取組を進めるとともに継続的な監視

調査を行う必要があります。《測定結果については、「広島県環境データ集」参照》 

 
15 水の華：植物プランクトンの異常増殖によって水の色が変化する現象。 

16 有機フッ素化合物(PFAS)：難分解性、高蓄積性、長距離移動性という性質があるため、世界中に広く残留し、環境や食物連鎖を通じて人の健康や

動植物の生息・生育に影響を及ぼす可能性が指摘されている化学物質。PFOS（ペルフルオロオクタンスルホン酸）及び PFOA（ペルフルオロオクタ

ン酸）については、国が人の健康の保護に関する要監視項目として位置づけ、引き続き知見の集積に努めることとされているほか、超過地点周辺

における対応を国が示している。 
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（５）水循環 

水は、蒸発・降水・浸透・貯留・流下・海への流入という過程を繰り返す中で浄化されますが、都市

への急速な人口・産業の集中と過疎化の進行、産業構造やライフスタイルなどの社会変化を背景として

水循環が急激に変化したことにより、河川流量や雨水浸透量の減少、湧水の枯渇、水質汚濁、生態系へ

の影響などの諸問題が生じています。 

こうした問題の解決を図るためには、それぞれの地点で環境の質を判断し、汚濁負荷の低減を通じて

環境の保全を図る「場の視点」による取組とあわせ、水源となる森林から海に至る河川の流域を一体的

な水循環系として捉える「流れの視点」に基づいて、河川流量や地下浸透量の保全等を図る取組が不可

欠です。併せて、家庭や工場・事業場における水の合理的・循環的な利用をさらに進めていく必要があ

ります。 

 

 

※1　目安は、目標値を現状で達成すべき水準に按分した数値 

＜未達成の項目の要因と今後の対応方針＞ 

 指標項目(内容) 目標と実績の乖離要因 今後の対応方針

 

環 境 基 準 達 成

率：海域ＣＯＤ

海域ＣＯＤの環境基準達成率は、年度に

よって変動はあるものの、令和元年度と比

較して、県西部及び東部海域の水域におい

て環境基準が未達成となったことから、県

全体の達成率が低下した。 
要因として、陸域（河川、工場・事業場

等）や外海からの有機物の流入、内部生産

等による濃度上昇が考えられる。

「広島県水質総量削減計画」に基づ

き、工場・事業場等からの排水等につい

て監視・指導を適切に実施するなど、汚

濁発生源に係る対策を推進する。

 
担当課 指標項目（内容）

単
位

基準年度値 
（R1）

現状値 
（R5）

目標値 
(目標年度)

目安 
※１

指標の 
達成率

進捗 
状況

 
環境保全課

環境基準達成率：重金属等有

害物質

％

100 99.9
100 
(R7)

100 99.9% 概ね達成

 
環境保全課 環境基準達成率：河川ＢＯＤ 92.7 　92.7 環境基準の

達成率の向

上を図る

(R7)

92.7 100%
目標どお 
り達成

 
環境保全課 環境基準達成率：海域ＣＯＤ 42.9 　35.7 42.9 83.2% 未達成

 
環境保全課 環境基準達成率：海域全窒素 88.9 　88.9 88.9 100%

目標どお 
り達成

 
環境保全課 環境基準達成率：海域全りん 100 　100

100 
(R7)

100 100%
目標どお 
り達成

 

環境保全課 環境基準達成率：地下水 81.6 　89.4

環境基準の 
達成率の 
向上を図る 
(R7)

81.6 109.6% 
目標どお 
り達成

 
環境保全課

ＣＯＤ汚濁負荷量（瀬戸内海

水域）：生活系ＣＯＤ

t/日

15
　14 
(R4)　

13 
(R6)

13.8 98.6% 概ね達成

 
環境保全課

ＣＯＤ汚濁負荷量（瀬戸内海

水域）：産業系ＣＯＤ
20 

　17 
(R4)　

20 
(R6)

20 115.0%
目標どお 
り達成

 
環境保全課

ＣＯＤ汚濁負荷量（瀬戸内海

水域）：その他ＣＯＤ
７

　６ 
(R4)　

７ 
(R6)

７ 114.3%
目標どお 
り達成

 循環型社 
会課ほか

汚水処理人口普及率 ％ 88.8 90.7
92.8 
(R8)

91.1 99.6% 概ね達成

【成果指標】 
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（１）生活排水処理対策（し尿等）の推進 

ア　広島県汚水適正処理構想の推進　［都市環境整備課・港湾漁港整備課・農業基盤課・循環型社会課］ 
　　生活排水に係る各種汚水処理施設（下水道、集落排水、浄化槽等）の整備を効率的に進めるため、令

和２年３月に広島県汚水適正処理構想の見直しを実施しました。 

 

イ　下水道の整備促進　［都市環境整備課・流域下水道課］ 

（ア）公共下水道の整備 

公共用水域の水質改善及び生活環境の改善を目指して、市町の下水道整備を推進しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】14 市８町で、下水道整備及び維持管理を実施。 

 

（イ）流域下水道の整備 

市街化の進展が著しい河川流域について、流域を一体とした効果的な下水処理を行うため、各浄化

センターの建設を推進するとともに、維持管理を行っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】太田川流域下水道については、東部浄化センターの改築及び維

持管理を実施（令和５年度末現在、148,380 ㎥／日で稼働）。また、窒素・りんの除去を目的に高度

処理を実施している。芦田川流域下水道については、芦田川浄化センターの改築及び維持管理を実

施（令和５年度末現在、190,400 ㎥／日で稼働）。また、窒素・りんの除去を目的に高度処理を実施

している。沼田川流域下水道については、沼田川浄化センターの改築及び維持管理を実施（令和５

年度末現在、34,800 ㎥／日で稼働）。 

 

ウ　農業・漁業集落排水処理施設の整備促進 

（ア）農業集落排水事業　［農業基盤課］ 

農業振興地域内の農業集落において、農業用水や公共用水域の水質改善及び生活環境の改善を目指　

して、農業集落排水施設の整備及び更新を実施しています。 

【令和５年度実績】９地区について更新。 
【令和６年度内容】８地区について更新。 
 

（イ）漁業集落環境整備事業　［港湾漁港整備課］ 
漁港区域背後の漁業集落において排水処理施設を整備することにより、前面海域への負荷を低減す

るとともに、集落内の生活環境の改善を図っています。 

【令和５年度実績】汚水管路等を１地区で整備、３地区で更新。 
【令和６年度内容】汚水管路等を１地区で整備、２地区で更新。 
 

エ　浄化槽の整備促進等　［循環型社会課］ 

（ア）浄化槽の整備 

集合処理施設の整備が地理的・経済的に困難な地域において生活排水対策を推進するため、小型浄

化槽設置整備事業及び浄化槽市町村整備推進事業を実施しています。また、し尿のみを処理する単独

処理浄化槽が多数設置されていることから、生活雑排水を併せて処理する合併処理浄化槽への転換を

推進しています。

【取組状況】
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【令和５年度実績】小型浄化槽設置整備事業で 17 市町（438 基の浄化槽）、公共浄化槽整備推進事業

で３市（140 基の浄化槽）に対し補助。 

【令和６年度内容】小型浄化槽設置整備事業で 19 市町（669 基の浄化槽）、公共浄化槽整備推進事業

で３市（150 基の浄化槽）に対し補助。 

 

図表　3－2－7　事業の概要 

 

図表　3－2－8　浄化槽の法定検査の受検率の推移　　　　　　（単位：％） 

資料：県循環型社会課 

【令和５年度実績・令和６年度内容】浄化槽適正維持管理促進協議会を開催し、浄化槽の適正な維持管

理の促進や効果的な普及啓発について、関係者と意見交換や協議を実施。また、県内全市町と共催で

浄化槽維持管理業者を対象とする講習会を開催。 

 

オ　生活排水浄化対策推進要綱等に基づく取組　［環境保全課］ 

生活排水対策の推進に関して基本となる生活排水浄化対策推進要綱により、全県的な生活排水対策を

推進しています。さらに、水質汚濁が懸念される河川や湖沼については、生活排水対策重点地域の指定

（黒瀬川・高屋川・山南川・二河川・藤井川）等による対策を講じています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】市町や関係団体の協力を得て、普及啓発活動を実施するとともに、

計画の推進を図るため、計画の進行状況の把握や関係機関相互の連絡調整などを実施し、住民、事業

者、行政が一体となった生活排水対策を推進。 

 

（２）水源林等の保全・整備の推進 

ア　保安林整備事業　［森林保全課］ 

流域保全上重要な水系の上流域に存する森林等において、流域全体にわたる水源涵養機能や土砂流出

防止機能等の高度発揮に資するため、筋工・柵工などの簡易な土木構造物の設置及びこれらと組み合わ

せた保安林整備並びに、保安林の改良・保育等の保安施設事業を実施しています。 

 

（３）地下水汚染対策の推進 

ア　地下水質調査　［環境保全課］ 

「水質汚濁防止法」に基づき、地下水の汚染状況を監視するため地下水質調査を行っています。 

【令和５年度実績】県内 50 地点での調査を実施。 

【令和６年度内容】県内 53 地点での調査を実施予定。 

 区分 小型浄化槽設置整備事業 公共浄化槽等整備推進事業

 

事業の内容

個人設置の浄化槽（単独処理浄化槽等から合併

処理浄化槽への転換に限る。）に助成する市町に対

し、市町の事業費の 1/3×減額率（一律）を事業

実施年度に補助

市町が公共事業として浄化槽を整備する事業に

対し、市町の起債元金償還額（交付税措置分を除

く。）の 1/2 もしくは 1/3 を起債償還年度に補助

 年　　　度 
区　　　分

H29 H30 R1 R2 R3 R4
全　国 
（R4）

 新設時の検査（７条検査） 100.0 99.8 100.0 99.7 100.0 100.0 94.7

 定 期 検 査（11条検査） 70.5 70.7 71.8 71.2 71.3 73.8 48.2
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（４）瀬戸内海の水質の保全・管理 

ア 排水規制等の実施 ［環境保全課］ 

特定事業場からの排水に対しては、水質汚濁防止法や生活環境保全条例等により排水基準や総量規制

基準を設定し排水規制を実施しています。また、排水規制を受けない小規模の事業場に対しては、排水

処理施設の適正な維持管理などについて指導を行っています。《特定事業場の届出状況は、「広島県環境デー

タ集」参照》 

【令和５年度実績・令和６年度内容】立入検査や排水検査を実施し、処理施設、排水方法の改善等が必

要な事業場については、適切な排水等を行うよう指導。さらに、行政処分による措置が必要と認めた

場合は、改善命令等の行政処分を実施。≪立入検査数は、「広島県環境データ集」参照≫ 

 

イ 化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量削減計画の推進 ［環境保全課］ 

第９次総量削減計画（令和４年 10月 24日策定（告示））に基づき、瀬戸内海に流入する汚濁負荷量の

総量の総合的かつ計画的な抑制を図っています。計画達成の方策として、下水道・合併処理浄化槽等の

生活排水処理施設の整備（生活排水対策）、総量規制基準による工場・事業場の排水対策や小規模事業場

排水対策（産業排水対策）、農地からの負荷低減対策、畜産排水対策、養殖漁場の環境改善等を行ってい

ます。           

           図表 3－2－9 第９次総量削減計画負荷量    （単位：ｔ/日） 

区 分 令和６年度（目標年度） 令和元年度（基本年度） 削 減 

ＣＯＤ 40  42  －2  

窒 素 42  42  0 

り ん 2.5  2.5  0  

資料：県環境保全課 

【令和５年度実績・令和６年度内容】工場・事業場への立入検査を行い総量規制基準の遵守及び汚濁負

荷量の測定状況等の監視・指導等により、第９次総量削減計画を推進。 

※ 特定事業場の汚濁負荷量自動測定器設置状況（令和５年度末現在）：ＣＯＤ201 基、窒素 170 基、

りん 170基 

 

ウ 公共用水域等の常時監視等 ［環境保全課］ 

公共用水域や地下水の水質及び底質の状況を把握するため、測定計画を策定し、水質の常時監視を 

行っています。《測定結果は、「広島県環境データ集」参照》 

【令和５年度実績・令和６年度内容】水質の常時監視を実施。（令和５年度実績は図表 3-2-10のとおり。） 

  有機フッ素化合物の超過について、国の手引きに従い、関係市と連携して曝露防止の取組、継続的

な監視調査を実施。国に対し、米軍関連施設に関する情報の公表及び必要な対応を米軍に求めること、

発生源特定のための調査や汚染除去等の対策の具体的方法の提示などを要望。 

図表 3－2－10 水質常時監視実績（令和５年度） 

項 目 対 象 水 域 等 
公共用水域 河川：38 水系 227 地点、海域：６海域 67 地点、湖沼：８水域８地点 

底 質 河川：５水系 12 地点、海域：３海域 14 地点 

 

エ 各種調査 ［環境保全課］ 

水質保全対策の一環として、海水浴場調査を実施しています。《調査結果は、「広島県環境データ集」参照》 

【令和５年度実績】県内の主要海水浴場の水質調査を開設前（５月）14か所、開設中（７月）14か所で

実施。いずれも海水浴に適した水質であり、病原性大腸菌Ｏ157 についても調査した結果、いずれの

海水浴場からも検出なし。 
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【令和６年度内容】県内の主要海水浴場の水質調査を開設前（５月）12か所で実施。 

 

オ 養殖漁場における環境負荷の削減 ［水産課］ 

魚類養殖における給餌方法及び放養密度の適正化等の指導により、水質汚濁負荷量の削減を図ってい

ます。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】魚類養殖における給餌方法及び放養密度の適正化等を指導。令和

５年度は養殖衛生指導会議（２３か所）、巡回指導（４８か所）を実施。令和６年度も同様。 

 

カ 赤潮対策 ［水産課］ 

（ア）監視通報体制の強化 

赤潮による漁業被害を未然に防止するため、国及び瀬戸内海沿岸域の１府 10 県の観測データを情報交

換するとともに、県内拠点漁協からの通報、水産海洋技術センター及び関係農林水産事務所の赤潮発生状

況調査等を基に赤潮情報を発令し、カキ、ハマチ、タイ等養殖業の漁業被害の軽減を図っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】赤潮による漁業被害の未然防止を図るため、国及び瀬戸内海沿

岸府県との情報交換（随時）や赤潮情報を発信。令和５年度は、10件の赤潮情報（注意報・警報・ 

解除）を発信。 

（イ）調査研究の推進 

赤潮発生機構を解明するため、水温、塩分、溶存酸素、栄養塩類及び赤潮プランクトンを調査しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度は 12 回の定期水質調査、15 回の有害赤潮の発生特

性調査を実施。 

 

キ 環境負荷低減事業活動の導入推進 ［農業技術課］ 

「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律」に

基づき、土づくりと化学肥料・化学合成農薬低減や温室効果ガス削減を実施する計画を認定し、環境に

やさしい農業を推進しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】認定を受けようとする者への助言等を実施。令和５年度は１件の

計画を認定。 

 

ク 特別栽培農産物の推進 ［農業技術課］ 

農林水産省の「特別栽培農産物に係る表示ガイドライン」に基づき生産された農産物を「安心！広島

ブランド」として認証し、環境への負荷をできる限り低減した栽培方法の普及促進を図っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】制度の啓発を図り、認証を推進。令和５年度は 172件を認証。 

 

ケ 耕畜連携による資源循環型畜産の推進 ［畜産課］ 

畜産経営の健全な発展のため、「広島県における家畜排せつ物の利用の促進を図るための計画」に基づいて、

家畜排せつ物の管理の適正化を図り、畜産環境の保全及び資源循環型畜産の確立を積極的に推進します。 

また、家畜排せつ物の適正な管理による畜産環境の保全並びに堆肥化等による家畜排せつ物の農地へ

のリサイクルを推進するため、資源循環型畜産推進指導協議会（以下「指導協議会」）による巡回指導等

を実施します。 
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【令和５年度実績・令和６年度内容】指導協議会による畜産農家の巡回指導を実施。令和５年度は、10戸を

指導。 

 
コ　家畜排せつ物処理施設整備の推進　［畜産課］ 

家畜排せつ物の適正な管理と良質堆肥の安定的な生産及び利用の促進を図るため、堆肥化を基本とし

た家畜排せつ物処理施設及び堆肥保管施設の整備並びに機能保全を計画的に推進しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度、令和６年度は、家畜排せつ物処理施設の整備計画は

なし。 

 

サ　湖沼水質改善対策　［環境保全課・河川課］ 

魚切ダム貯水池のアオコの発生による利水障害を改善するため、湖沼水質改善対策事業を行っていま

す。また、この事業の成果は、他の湖沼の水質保全対策に反映させています。 
図表　3－2－11　湖沼水質対策の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

【令和５年度実績・令和６年度内容】魚切ダム貯水池水質改善計画（平成 22 年２月改正）に基づき、発

生源対策としての生活排水対策及び農業排水対策、土壌浄化施設による流入河川対策及び曝気循環装

置によるダム湖内対策を実施することにより、関係機関と連携を図りながら、水質改善対策を推進。 
また、啓発活動の一環として、本取組をホームページで公開し、関係住民への周知を実施。 

 

シ　椋梨ダム貯水池水質保全事業　［河川課］ 

椋梨ダムにおけるアオコの発生を抑制するための水質保全対策を椋梨ダム貯水池水質改善計画（令和

５年２月改正）に基づき、流入河川及び貯水池内で実施しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】水質調査等を継続的に実施するとともに、水質改善計画に基づき、

発生源対策としての生活排水対策及び農業排水対策、植生浄化施設及び曝気循環装置によるダム湖内

対策を実施。 
 

ス　山田川ダム貯水池水質保全事業　［河川課］ 

山田川ダムにおけるアオコの発生を抑制するための水質保全対策を山田川ダム水質改善計画（令和５

年１月改正）に基づき、流入河川及び貯水池内で実施しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】水質調査等を継続的に実施するとともに、水質改善計画に基づき、

発生源対策としての生活排水対策及び農業排水対策、植生浄化施設及び曝気循環装置によるダム湖内

対策を実施。

水質改善計画の策定（土木建築局）

湖沼水質の調査・解析・予測

水質改善計画の策定 

魚切ダム貯水池水質保全対策協議会 
（県・県水道広域連合企業団・広島市・廿日市市）

他の湖沼へのノウハウ活用（環境基準の類型指定、水質保全計画の策定）
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セ　福富ダム貯水池水質保全事業　［河川課］ 

福富ダムにおけるアオコの発生を抑制するための水質保全対策を福富ダム貯水池水質保全計画（令和

２年４月改定）に基づき、流入河川及び貯水池内で実施しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】水質調査等を継続的に実施するとともに、水質保全計画に基づき、

発生源対策としての生活排水対策及び農業排水対策、曝気循環装置によるダム湖内対策を実施。 
 

ソ　野間川ダム貯水池水質保全事業　［河川課］ 

水道用水としての運用開始に伴い、野間川ダムにおけるアオコの発生を抑制するための水質保全対策

を野間川ダム貯水池水質保全計画（令和５年１月改正）に基づき、流入河川及び貯水池内で実施してい

ます。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】水質調査等を継続的に実施するとともに、水質保全計画に基づき、

発生源対策としての生活排水対策及び農業排水対策、曝気循環装置によるダム湖内対策を実施。 
 
 タ　庄原ダム貯水池水質保全事業　［河川課］ 

水道用水としての運用開始に伴い、庄原ダムにおけるアオコの発生を抑制するための水質保全対策を

庄原ダム貯水池水質保全計画（令和元年７月改正）に基づき、流入河川及び貯水池内で実施しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】水質調査等を継続的に実施するとともに、水質保全計画に基づき、

発生源対策としての生活排水対策及び農業排水対策、ダム湖内対策を実施。



第３章　第３節　地域環境の保全

７１

 

 
現代の社会経済活動において製造・使用されている様々な化学物質は、生活を豊かにし、生活の質の維

持向上に欠かせない一方で、長期間曝露することにより、人の健康や生態系に影響を及ぼすおそれのある

ものがあり、悪影響が生じないよう適正な管理を進め、環境への負荷の低減を図る必要があります。 
 

（１）ＰＲＴＲ17 制度 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（化管法）」に基づき、

人の健康等に有害なおそれのある化学物質 515 物質（令和４年度までは 462 物質）について、環境への

排出量等を事業者自ら把握し、国に届け出るとともに、国は届出データ及び推計データ（自動車、家庭

等からの排出量）を、集計・公表しています。 

国が公表した令和４年度の排出量等の状況によると、広島県における届出事業所数は全国 15 位

（2.4％）、届出排出量・移動量は、全国 11 位（3.0％）です。届出外排出量（推計）を含めた環境への

排出量は、全国 11 位（3.6％）です。また、広島県における届出排出量の多い化学物質はキシレン（主

な用途:溶剤）、トルエン（主な用途:溶剤）、鉛化合物（廃棄物）の順で、届出排出量全体の 60.2％を占

めています。 

図表　3－3－1　化学物質の排出状況等（令和４年度） 

 (注１)量（t/年）の数値は、小数点第１位を四捨五入している。 
(注２)端数処理の関係で、合計が合わない場合がある。                                　　資料：県環境保全課 

 

【現状と課題】

 第３節　化学物質による健康リスクの低減・土壌環境の保全

 区　　　分 広島県 全国

 届出事業所数 768 32,209

 排出先・移動先又は排出源の区分 量（ｔ/年） 割合(%) 量（ｔ/年） 割合(%)

 
届
出
排
出
量
・
移
動
量

排
出
量

大気 5,024 45.9 110,995 30.0

 公共用水域 181 1.7 6,256 1.7

 土壌 0 0.0 2 0.0

 埋立処分 1,561 14.3 5,061 1.4

 計 6,766 58.2 122,313 33.1

 移
動
量

下水道 4,178 38.1 246,295 66.7

 廃棄物 9 0.1 787 0.2

 計 4,187 41.8 247,081 66.9

 届出排出・移動量計 10,953 100.0 369,395 100.0 

 

届出外 
排出量

対象業種 1,029 23.5 41,427 22.2

 非対象業種 1,315 30.1 61,425 32.9

 家庭 733 16.8 29,728 15.9

 移動体 1,299 29.7 54,359 29.1

 合計 4,375 100.0 186,938 100.0 

 排出量合計 11,141 ―　 309,252 ―　

17　ＰＲＴＲ：Pollutant Release and Transfer Register の略。市民等による環境情報の把握を目的に、行政が事業者からの報告に基づいて化学物

質の排出量や移動量のデータを収集し、公表する制度。 
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（２）ダイオキシン類 18 の環境基準の達成状況 

ダイオキシン類による環境汚染の状況を把握するため、大気、水質、底質、地下水及び土壌の汚染状

況調査を行っており、いずれにおいても環境基準の適合を確認しています。ダイオキシン類は人の健康

に重大な影響を与えるおそれがある物質であることから、環境汚染の未然防止を図るため、今後も、継

続して調査を実施する必要があります。 

 

（３）アスベスト 19 対策 

アスベストを吸引すると 15～50 年の潜伏期間を経て肺がん等の疾患を招くおそれがあるため、県は、

アスベスト対策推進本部を設置し、相談窓口の整備をはじめ、健康対策、環境対策、廃棄物対策、建築

物対策など総合的な対策の推進に取り組んでいます。 

アスベストは、ビルの天井や外壁等の建材に多く利用されているため、建築物等の解体や廃棄物処理

の際に飛散防止対策を徹底する必要があります。今後、アスベストが使用された建築物等の解体の増加

が見込まれるため、アスベスト廃棄物を適正に処理する施設の整備が必要となります。 

また、発生源周辺等で行った環境モニタリングの結果、大気中のアスベスト濃度は低いレベルである

ことが確認されましたが、環境の状況を監視するため、継続してモニタリングを実施する必要がありま

す。 
 

（４）土壌汚染対策の円滑な推進 

平成 29 年５月に「土壌汚染対策法」の一部が改正（平成 31 年４月全面施行）され、土壌汚染状況調

査の実施対象となる土地の拡大や、汚染の除去等の措置内容に関する計画提出命令の創設などの土壌汚

染に関する適切なリスク管理が推進されています。 

工場跡地等の土壌汚染については、令和４年度の全国の調査事例によると、1,576 件の調査結果が報

告され、590 件の土壌汚染が判明し要措置区域等に指定されるなど、高い水準で推移しており、県内に

おいても、土壌汚染が判明する事例が発生しています。土壌は、いったん汚染されると、その影響が長

期にわたり、地下水への影響も考えられることから、土地所有者等が適切な未然防止対策を講じるとと

もに、必要な調査を実施し、汚染が判明した場合は適切な措置を講じる必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

18　ダイオキシン類：一般的には、有機塩素化合物のポリ塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシン及びポリ塩化ジベンゾフランをまとめた略称。ダイオキシン

類対策特別措置法では、これらに加えて、同様の毒性を示すコプラナーポリ塩化ビフェニルをダイオキシン類と定義している。塩素原子の数と位置

により多数の異性体があり、このうち 2,3,7,8－テトラクロロジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性が最も強く、生殖機能への影響、発ガン性や奇形を

引き起こすおそれがあることなどが指摘されている。主な発生源として、ごみの焼却等により非意図的に副生成物として生成。 
19　アスベスト：石綿ともいわれ、天然に存在する繊維状の鉱物のこと。繊維が肺に突き刺さったりすると肺がんや中皮腫の原因になることが明らか

になり、ＷＨＯ（世界保健機関）ではアスベストを発ガン物質と断定。日本でも、大気汚染防止法（昭和 43年）により、平成元年に「特定粉じん」

に指定され、使用制限又は禁止されるようになった。
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※1　目安は、目標値を現状で達成すべき水準に按分した数値 

 

 
（１）化学物質の排出抑制の推進 

ア　リスクコミュニケーション 20 等の推進 

（ア）ＰＲＴＲデータの集計結果の公表　［環境保全課］ 

化管法に基づき、事業者から届け出られた排出の状況等について、国の集計データをもとに県内の

状況を地域別等に集計し、ホームページ等により公表するとともに、環境リスク 21 に関する情報を提

供しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】県内における化学物質の排出・移動の状況について集計し、 

ＰＲＴＲ対象物質についての情報をホームページ等により、分かりやすく公表。 

 
（イ）リスクコミュニケーション等の推進　［環境保全課］ 

事業者、住民及び行政によるリスクコミュニケーションを推進するための取組を行っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】県ホームページを活用し、地域に密着した市町等と連携してリ

スクコミュニケーションを実施する等、県民が化学物質の理解を深める取組を促進。 
 

イ　ダイオキシン類排出抑制対策事業（ダイオキシン類等対策事業）　［環境保全課］ 

ダイオキシン類の環境中への排出を抑制するため、ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、工場・

事業場に対し、排出濃度の自主測定の実施等の指導や行政検査等を実施し、法の基準の遵守徹底を図っ

ています。《自主測定の実施状況等は、「広島県環境データ集」参照》 

【令和５年度実績・令和６年度内容】ダイオキシン類対策特別措置法に基づく立入検査及び行政検査を

実施し、排出基準の遵守や自主測定結果の報告等について指導。 

【成果指標】 

【取組状況】

 
担当課 指標項目（内容） 単位

基準年度値 
（R1）

現状値 
（R5）

目標値 
(目標年度)

目安 
※１

指標の 
達成率

進捗 
状況

 
環境保全課

ダイオキシン類環境基
準達成率：大気

％

100 100
100 
(R7)

100 100%
目標どお

り達成

 
環境保全課

ダイオキシン類環境基
準達成率：公共用水域

100 100
100 
(R7)

100 100%
目標どお

り達成

 
環境保全課

ダイオキシン類環境基
準達成率：土壌

100 100
100 
(R7)

100 100%
目標どお

り達成

 
環境保全課

事業者によるダイオキ
シン自主測定の排出基
準適合率

100 98.7
100 
(R7)

100 98.7% 概ね達成

 
環境保全課

化管法に基づく指定化
学物質の環境への届出
排出量：大気

t/年

6,102 
（H30）

5,024 
(R4)

排 出 量
の 削 減
を図る 
(R7)

6,102 117.7%
目標どお

り達成

 
環境保全課

化管法に基づく指定化
学物質の環境への届出
排出量：公共用水域

217 
（H30）

181 
(R4)

217 116.6%
目標どお

り達成

 
環境保全課

化管法に基づく指定化
学物質の環境への届出
排出量：埋立処分

2,324 
（H30）

1,561 
(R4)

2,324 132.8%
目標以上

達成

20　リスクコミュニケーション：化学物質や環境汚染などにより人類や生態系が受ける影響（リスク）について、企業や地域住民、消費者、行政など

が意見交換・対話を通じて相互理解を深め、適切な対策につなげていく手法。 
21　環境リスク：人の活動によって環境に加えられる負荷が環境中の経路を通じ、環境の保全上の支障を生じさせるおそれ（人の健康や生態系に影響

を及ぼす可能性）のこと。 
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ウ　ダイオキシン類環境調査　［環境保全課］ 

ダイオキシン類についての環境汚染状況調査を実施しています。《調査結果は、「広島県環境データ集」参

照》 
【令和５年度実績・令和６年度内容】大気、水質等の調査を年１～４回実施。令和５年度は、大気 24、

水質 34、底質 28、地下水５及び土壌 16 地点を調査したところ、全地点で環境基準に適合。 

 

エ　環境ホルモン環境汚染状況調査　［環境保全課］ 

人の健康や生態系に影響を及ぼすおそれがある内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）について、そ

の汚染状況を把握するため、環境汚染状況調査を実施しました。なお、近年特段問題となるような数値

が観測されていないことなどを踏まえ、令和５年度の調査をもって、当該調査事業は終了しました。《調

査結果は、「広島県環境データ集」参照》 
【令和５年度実績】内分泌かく乱作用があると推察された物質による環境汚染状況調査を実施。令和５

年度は、ノニルフェノール、4-ｔ-オクチルフェノール及びビスフェノール Aについて、水質８地点を

調査した結果、いずれも予測無影響濃度を下回った。 
 
オ　化学物質環境汚染実態調査　［環境保全課］ 

環境省の委託を受け、一般環境中の化学物質による汚染状況を把握するための調査を実施しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】広島湾及び呉港において水質及び底質調査を実施。令和５年度は、

経年的な変化を把握する 11 物質群のモニタリング調査（水質及び底質）を実施（県管轄分のみ）。 
 
カ　生物・食品の汚染対策　［食品生活衛生課］ 

（ア）魚介類等の汚染状況調査 

ＰＣＢ22、水銀、トリブチルスズ化合物（ＴＢＴ）及びトリフェニルスズ化合物（ＴＰＴ）による

食品の汚染状況を調査しています。《調査結果は、「広島県環境データ集」参照》 
【令和５年度実績・令和６年度内容】地方卸売市場等に入荷する魚介類や市販鶏肉等について調査。

令和５年度は全て暫定的規制値以下。 
（イ）かきの重金属検査 

生かきに含まれる重金属を調査し、広島かきの衛生対策を推進しています。《調査結果は、「広島県環

境データ集」参照》 

【令和５年度実績・令和６年度内容】12 地点で調査。令和５年度は全て通常的数値の範囲内。 
 

（２）化管法に基づく化学物質の自主管理の徹底 

ア　化学物質の排出削減・自主管理の徹底 

（ア）排出量等の届出指導　［環境保全課］ 

第一種指定化学物質の環境への排出量及び事業場外への移動量を把握し、届け出ることが義務付け

られている事業者に対して、排出量等の把握及び届出に係る指導を行っています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】届出対象事業者への適切な届出指導を実施。

22　ＰＣＢ：ポリ塩化ビフェニル。絶縁性、不燃性などの特性から電気機器をはじめ幅広い用途に使用されていたが、昭和 43 年のカネミ油症事件によ

りその毒性が社会問題化し、昭和 47 年以降製造が行われていない。しかし、処理施設が無かったため、長期にわたりほとんどの処理が行われないま

ま大量に保管が続いている状況にあったが、近年その処理が進み始めている。
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（イ）自主管理の促進指導等　［環境保全課］ 

事業者に対し、自主的な化学物質の管理の改善を促進するため、技術的な支援等を実施しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】「生活環境保全条例」に基づき、対象事業者に対して化学物質自

主管理計画書の作成・公表を指導し、化学物質の自主管理を促進。 
 

（３）アスベスト対策の推進 

ア　県民への的確な情報提供　［環境保全課、産業廃棄物対策課、健康づくり推進課、建築課］ 

県民の不安解消を図るため、健康、環境汚染、廃棄物処理、建築物に関するアスベスト相談窓口を設

置し、各種相談に応じるとともに、県ホームページ等により、アスベスト関連情報を提供しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】相談窓口の設置、県民向け及び事業者向けのパンフレットの作成。

県ホームページによるアスベスト関連情報の提供。 
 
イ　建築物解体等の規制　［環境保全課］ 

「大気汚染防止法」に基づき、建築物及び工作物の解体等の作業現場への立入検査を実施し、作業基

準の遵守を指導するとともに、アスベストの飛散防止を指導しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】建築物及び工作物の解体等の作業現場に立入し、アスベスト飛散

状況調査の実施。令和５年度は延べ 706 作業現場で立入検査を、延べ 14 地点 42 か所（県管轄分のみ）

で測定調査を実施。 

 
ウ　環境モニタリングの実施　［環境保全課］ 

　一般環境や発生源周辺の大気中のアスベスト濃度を測定しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】環境モニタリングを実施。令和５年度は、一般環境 18 地点におい

て実施。すべての地点で、特定粉じん発生施設に係る隣地との敷地境界における規制基準を下回った。 

 
エ　廃棄物処理の規制　［産業廃棄物対策課］ 

「廃棄物処理法」に基づき、処理業者等への立入検査や、廃棄物処理時のアスベスト飛散状況を調査

し、アスベスト廃棄物の適正処理を図っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】産業廃棄物処理業者等への立入検査やアスベスト飛散状況を調査

し、アスベスト廃棄物の適正処理を指導。 

 

（４）土壌汚染の未然防止 

ア　土壌汚染状況調査等の実施指導　［環境保全課］ 

土地所有者等に対し、法に基づく土壌汚染状況調査の実施の徹底を指導するとともに、汚染が判明し

た場合には、要措置区域等へ指定し、汚染の除去等の措置の実施について指導を行います。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】法に基づき、土地所有者等に対する指導を行うとともに、区域の

指定等、必要な措置を実施。（令和５年度末現在の指定状況：要措置区域６件、形質変更時要届出区域

64 件） 
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図表　3－3－2　土壌汚染対策法に基づく届出等の件数（令和５年度） 

資料：県環境保全課、広島市、呉市、福山市 

 

イ　土地改変時の土地履歴調査等の実施指導　［環境保全課］ 

土壌汚染の早期発見と適切な処理を推進し、土壌汚染問題の発生を未然に防止するため、一定規模の

土地の改変を行う者に対し、条例に基づき、土地履歴調査及び土壌汚染確認調査等の実施について、指

導を行っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】土地改変時における調査について指導等を実施。 

 
図表　3－3－3　広島県生活環境の保全等に関する条例（土壌環境の保全） 

に基づく報告等の件数（令和５年度） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：県環境保全課、広島市、呉市、福山市 
 

ウ　大久野島の土壌汚染に係る環境調査等　［環境保全課］ 

大久野島の土壌汚染については、国において、撤去処理等の当面の対策（平成 11 年６月完了）が行わ

れましたが、恒久的対策が着実に講じられるよう、大久野島周辺環境の調査を定期的に実施しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】大久野島周辺海域５か所において、砒素及び鉛に係る水質調査を

実施した結果、すべて環境基準に適合。引き続き、水質調査を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 項　　目 件　数

 法第 3条第 1項に基づく土壌汚染状況調査結果の報告 7

 法第 3条第 1項ただし書に基づく確認 15

 法第 4条第 1項に基づく土地の形質変更の届出 438

 法第 4条第 3項に基づく調査命令 3

 法第 5条第 1項に基づく調査命令 0

 要措置区域等の指定（区域拡大を含む、延べ件数） 12

 要措置区域等の解除（一部解除を含む、延べ件数） 7

 法第 12 条に基づく形質の変更の届出 20

 法第 12 条第５項に基づく計画変更命令 0

 法第 14 条に基づく指定の申請 7

 法第 16 条に基づく汚染土壌の搬出時の届出 14

 法第 16 条第４項に基づく計画変更命令 0

 法第 16 条に基づく基準適合認定申請 0

 法第 19 条に基づく措置命令 0

 法第 22 条に基づく汚染土壌処理業の許可申請（更新許可を含む） 1

 法第 23 条に基づく汚染土壌処理業の変更許可申請 0

 項　　目 件　数

 土地履歴調査結果の報告 72

 土壌汚染確認調査結果の届出 2

 汚染拡散防止計画書の提出 0
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（１）海洋プラスチックごみの現状 

　海洋プラスチックごみは、生態系を含めた海洋環境の悪化、景観への悪影響、漁業や観光への影響な

ど、様々な問題を引き起こしており、近年、マイクロプラスチック 23 による海洋生態系への影響が懸念

されています。 
　令和元（2019）年６月の G20 大阪サミットでは、2050（令和 32）年までに新たな海洋プラスチック汚

染をゼロにすることを目指す大阪ブルー・オーシャン・ビジョンが採択されるなど、世界的に海洋プラ

スチックごみによる環境汚染への関心が高まっています。 

本県では、平成 28（2016）年 10 月に「瀬戸内海の環境の保全に関する広島県計画」を改定し、回収・

清掃等を中心に取り組んできましたが、令和５（2023）年度に実施した県内海岸漂着物実態調査による

と、県内海岸には約 13ｔのごみが漂着し、そのうち約 84％をプラスチックごみが占めています。品目別

では、かき養殖に由来するごみやペットボトル、プラスチックボトル、食品包装・レジ袋等の生活由来

プラスチックごみが多く漂着しています。 

 

　図表　3-4-1　県内海岸漂着物の経年変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1　目安は、目標値を現状で達成すべき水準に按分した数値

【現状と課題】

【成果指標】

 第４節　プラスチックごみの海洋流出防止対策

 
担当課 指標項目（内容） 単位

基準年度値 
（R1）

現状値 
（R5）

目標値 
(目標年度)

目安 
※１

指標の 
達成率

進捗 
状況

 
環境 
保全課

３品目（ペットボトル、

プラスチックボトル、レ

ジ袋）の海岸漂着物量

ｔ 8.4 2.7
7.9 

(R7)
8.0 166.3% 

目標以上

達成

資料：県環境保全課

23　マイクロプラスチック：一般に 5mm 以下の微細なプラスチック類をいいます。プラスチックごみが波や紫外線等の影響により小さくなることによ

り、あるいは洗顔料や歯磨き粉にスクラブ剤として使われてきたプラスチックの粒子や合成繊維の衣料の洗濯等によっても発生します。 
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（１）海洋プラスチック対策［環境保全課］ 

本県では、令和３（2021）年６月、2050 年までに新たに瀬戸内海に流出するプラスチックごみの量を 

ゼロにすることを目指し、「～みんなで守ろう、ミライへ、美しく恵み豊かな瀬戸内海を～2050 輝く 

GREEN SEA 瀬戸内ひろしま宣言」を行うとともに、宣言の実現に向けて、県民及び事業者の皆様と一緒

になって取組を進められるよう、「GREEN SEA 瀬戸内ひろしま・プラットフォーム（略称「GSHIP(ジーシ

ップ)」）」を設立しました。 

プラットフォーム内に使用量削減、流出防止、清掃回収及び情報発信の４つの課題に応じたワーキン 

ググループを立ち上げ、プラスチック代替素材の開発支援やリサイクルなど３Ｒの拡大、回収率の向上 

など、実効性のある具体策を検討・実施しています。 

【令和５年度実績】令和４年４月に施行された「プラスチック資源循環促進法」を踏まえ、新たに、生

活由来の海洋プラスチックごみ対策に資する先進的な取組を行う企業等への支援（リーディングプロ

ジェクト支援補助金）や、人が多く集まる施設の屋外回収ボックスにおいて、ナッジ理論を活用した

視覚・聴覚に働きかける仕掛けにより、散乱状況の改善や適正分別の促進効果等の分析・検証を実施。 

【令和６年度内容】「GREEN SEA 瀬戸内ひろしま・プラットフォーム」の運営（引き続き、ワンウェイプ

ラスチックの削減やプラスチックの資源循環の拡大・高度化に向けたモデル事業を実施するとともに、 

これまでのモデル事業の効果や課題を検証し、社会実装のための支援を行います。また、流出防止に

ついては、市町等と連携しながらこれまでの検証事業で効果が見られた取組の広域展開を図っていき

ます。） 

 

（２）海ごみ回収処理等 

ア　海岸漂着ごみの実態把握調査［環境保全課］ 

　　　海ごみ発生源対策の基礎資料とするため、平成 30 年度から県内全域の海岸について漂着物の量とそ

の種類を把握する調査を実施しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】県内の海岸 135 地点を対象に目視による海岸漂着物量の把握、 

代表 10 地点での海岸漂着物組成調査を実施。 

【取組状況】
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図表　3-4-2　海岸漂着物実態調査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表　3-4-3　漂着物量の結果（令和５年度）（単位：t） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表　3-4-4　海岸漂着ごみの構成割合（令和５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 
区分

県内海全体 
の漂着物量

海域

 西部 
＜広島湾＞

中部 
＜安芸灘・燧灘＞

東部 
＜備後灘・備讃瀬戸＞

 年平均 13（23） ７（17） ４（５） １（１）

 春季 16（31） ９（25） ６（５） ２（１）

 夏季 12（33） ７（26） ３（５） ２（２）

 秋季 11（13） ６（９） ４（３） １（１）

 冬季 12（13） ７（８） ４（５） １（１）

 
種類 重量比（％）

 
漁業関連のごみ

発泡スチロール製フロート 32.2（52.4）
43.7（58.8） 

カキ養殖パイプ 11.5（6.4）

 
生活由来のプラスチックごみ 40.9（25.6）

 
その他のごみ（金属類、木、ガラス、陶磁器等） 15.4（15.6）

 
合計 100

注１：（ ）内は令和４年度　注２：小数点以下の端数処理の計算上、合計が一部一致しない。

資料：県環境保全課

資料：県環境保全課

資料：県環境保全課注：（ ）内は令和４年度
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イ　市町が実施する海ごみ対策への補助［環境保全課］ 

　　　国庫補助金を活用し、市町が実施する海ごみ対策への支援を行っています。 

（ア）地域環境保全対策費補助金（海岸漂着物等地域対策推進事業） 

【令和５年度実績】10 市町　交付額 22,851,000 円 

【令和６年度内容】９市町へ交付予定 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 項 目 内 容

 実施主体 市町

 

対象事業

①　海洋ごみの回収・処理に係る事業 
　　海洋ごみの回収・処理及びそれに係る調査研究の事業 
②　海洋ごみの発生抑制対策に係る事業 
　　海洋ごみの発生の抑制に係る普及・啓発、調査・研究、 

関係者間の連携・協力等の事業 
③　漁業者等が行う無償で回収された海底・漂流ごみの処理

 
補 助 率

①・②　7/10～9/10 
③10 百万円を上限とし、定額



８１

＜ロゴマーク＞

 ＜使用量削減に係る先進的モデル事業の実施＞

 ＜GSHIP 会員等との連携による 
海岸清掃活動＞

 ＜海ごみ関連情報サイトでの発信＞  ＜地域の活動団体と連携したアイデアコンテストの
開催やスポーツと掛け合わせた啓発活動＞

　　 
 
 

 

海洋プラスチックごみは、生態系を含めた海洋環境の悪化など、世界的な問題となっています。

本県では、令和３年６月に「海洋プラスチックごみゼロ宣言」を行い、官民連携の推進組織として、

「GREEN SEA 瀬戸内ひろしま・プラットフォーム」（略称GSHIP）を設立し、2050 年までに新たに瀬戸
ジ ー シ ッ プ

内海に流出するプラスチックごみをゼロにする取組を進めています。  

 

□ GSHIP の参画団体と取組の方向性 

当初20団体で設立したGSHIP の活動の輪は、令和６年３月末現在、120

を超える会員数にまで拡大し、製造、流通、消費、リサイクル、行政など、

活動の趣旨に賛同する幅広い業種の企業・団体が参画しています。 

GSHIP では、①プラスチックの使用量削減 ②プラスチックごみの流出防

止 ③清掃・回収 ④情報発信 の４つを対策の柱として、ワーキング会議を

設置し、プラスチックの削減等につながる具体的な取組を推進しています。 

 

□  GSHIP での具体的な取組内容 

令和５年度の主な取組は、生活由来の海洋プラスチックごみ対策につながる先進的な取組を行

う企業等への支援や、ナッジ理論を活用した視覚・聴覚に働きかける仕掛けにより、屋外ごみ箱の

周辺の散乱状況の改善や適正分別の促進効果の分析・検証などを行いました。 

今後は、微細マイクロプラスチックについて広島大学と共同研究を継続して実施するほか、瀬戸

内４県（広島、岡山、愛媛、香川）及び日本財団と設立した｢瀬戸内オーシャンズ X 推進協議会｣と
エックス

も連携・協働しながら、瀬戸内海全域での海洋プラスチック対策を進めていきます。 

①プラスチック使用量削減 及び ②流出防止の取組 

 

 

 

 

 

 

 

③清掃・回収 及び ④情報発信の取組 

 

＜ コラム ＞

GREEN SEA 瀬戸内ひろしま・プラットフォームについて

 ＜ナッジを活用したデザインによる、屋外ごみ箱の

周辺の散乱防止・適正分別に係る実証＞
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（１）公害防止計画の策定状況 

環境基本法第 17 条に基づく公害防止計画について、備後地域及び広島地域において策定しており、公

害の発生源に対する各種規制、下水道、廃棄物処理施設、バイパス、公園の整備など、総合的な公害防

止対策を実施し、令和２年度末をもって計画期間が終了しています。 
図表　3－5－1　公害防止計画策定状況 

資料：県環境政策課 

 

（２）環境保全協定の締結状況 

環境保全関係法令による規制等を補完し、地域の実情に即した生活環境保全対策を実行する上で有効

な手段として、県や市町と企業、または住民代表と企業が環境保全協定の締結を行っています。このう

ち、県は県内主要企業 14 社と環境保全協定等を締結しています。 
 

（３）公害苦情件数の状況 

県及び市町における公害苦情事案の取扱件数は、横ばい傾向にあります。全国的な状況等を踏まえ、

今後、必要に応じて対策等を検討していく必要があります。 
 

図表　3－5－2　公害苦情事案の取扱件数 

(注)取扱件数内訳の欄中「その他」とは、土壌汚染、地盤沈下及び廃棄物に関するもの等をいう。 

【現状と課題】

 第５節　地域環境の維持・向上

 １ 総合的な環境保全対策の推進

 地域名 地域の範囲 策定年月日 計画期間（年度）

 備後地域 福山市の区域並びに岡山県笠岡市の区域 H24.3.16 H23～R2

 広島地域 広島市の区域 H24.3.16 H23～R2

 
区分 

 
 
年度

取
扱
件
数 

　

（
Ａ+

Ｂ
）

取扱件数内訳

当 

年 

度 

発
生
件
数 

（
Ａ
）

前 

年 

度 

繰
越
件
数 

（
Ｂ
）

対
前
年
度 

増
加
件
数

対
前
年
度
比

 
大
気
汚
染

水
質
汚
濁

騒
音
振
動

悪 
  

臭

そ 

の 

他

 H26 1,425 352 252 305 167 349 1,393 32 △3 1.00

 H27 1,403 356 290 316 151 290 1,360 43 △22 0.98

 H28 1,249 346 232 253 134 284 1,209 40 △154 0.89 

 H29 1,349 371 239 287 148 304 1,205 144 100 1.08

 H30 1,111 277 262 246 137 189 1,065 46 △238 0.82

 R1 1,158 300 227 313 141 177 1,100 58 47 1.04 

 R2 1,332 302 211 391 170 258 1,265 67 174 1.15

 R3 1,284 302 225 344 166 247 1,191 93 △48 0.96

 R4 1,233 283 204 313 159 274 1,144 89 △51 0.96 

 R5 1,316 315 212 351 153 285 1,216 100  83 1.07

 R5 年度構成比(％） 100.0 23.9 16.1 26.7 11.6 21.7 - - - -

資料：県環境保全課
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（４）環境汚染事案への対応 

環境の状態を把握し、汚染が認められた場合には速やかに対策を講じるため、常時監視測定局等にお

ける監視・測定を着実に実施するとともに、未規制化学物質など新たに発生する問題にも対応できるよ

う、監視体制を充実していく必要があります。 
 

 

※1　目安は、目標値を現状で達成すべき水準に按分した数値 

 

 
（１）公害防止計画の推進 

ア　公害防止計画の策定及び推進　［環境政策課］ 

公害防止計画の推進を図るため、計画に基づく公害防止対策を推進しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和２年度末で広島地域及び備後地域の公害防止計画期間が終了。

令和３年度以降については、両地域ともに公害が著しい状況ではないことから次期計画は策定しない。 

 
（２）環境保全協定の締結及び監視 

ア　環境保全協定の締結及び監視　［環境保全課］ 

県は県内主要企業 14 社と環境保全協定等を締結しており、その遵守状況の確認等を行っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】協定内容の確認調査、設備の新増設・変更時の事前指導、排出状

況の常時監視、緊急時の対応要請などを行い、協定工場における協定の遵守状況の確認等を実施。 

 

（３）公害紛争処理の推進 
ア　公害苦情相談　［環境保全課］ 

県及び市町に、公害紛争処理法に基づく公害苦情処理事務担当職員を配置し、公害苦情事案について、

連携して調査・指導を行い、迅速かつ適正な解決を図っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】市町と連携を図りながら、県内の公害苦情事案処理を行い、公害

苦情事案の迅速かつ適切な処理を促進。《詳細は、「広島県環境データ集」参照》 
イ　広島県公害審査会の設置　［環境政策課］ 

公害に係る紛争について、広島県公害審査会において、あっせん、調停及び仲裁を行っています。 

【令和５年度実績】新規事件受付件数２件、終結事件件数３件 

【令和６年度内容】継続事件件数５件（調停）

【成果指標】 

【取組状況】

 
担当課 指標項目（内容） 単位

基準年度値 
（R1）

現状値 
（R5）

目標値 
(目標年度)

目安 
※１

指標の 
達成率

進捗 
状況

 
環境保全課 水質事故発生件数 件 147 100

現状より 
減少させる 
（R7）

147 132%
目標以上

達成
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（４）市町に対する支援 
ア　権限移譲市町に対する支援　［環境保全課］ 

　　　環境法令に関する権限移譲を行った市町に対して、研修等による技術的支援を行っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】新任及び分野別研修を４回実施。 

 

（５）環境汚染事故時における適切な対応 
ア　水質汚染事故の対応　［環境保全課］ 

水質汚染事故が発生した場合、人の健康又は生活環境への被害等を防止するため、「広島県危機対策運

営要領（水質汚染事故）」に基づき、河川管理者、市町、消防等と連携して速やかに対応しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】水質汚染事故に対し、河川管理者、市町、消防等との連携により、

現地調査、水質検査、原因物質の回収作業等により被害の拡大防止を図るとともに、原因者に対して、

再発防止を指導。令和５年度は、県に通報のあった水質汚染事故発生件数は、小規模なものを含めて

100 件。このうち、公共用水域へ影響のあったものは、77 件。 

また、県環境情報サイト「エコひろしま」等により事故防止の注意喚起を行うとともに、県地方機

関及び市町の担当者等を対象に迅速・円滑な初動対応や資質向上を目的とした研修・訓練を実施。 

 

イ　大気監視テレメータシステムの運用　［環境保全課］ 
大気監視テレメータシステムにより県内の大気環境の状況を把握しています。また、光化学オキシダ

ント注意報等発令状況などの最新情報を県民、市町に迅速に提供しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】大気監視テレメータシステムにより、大気環境データの収集、処

理及び加工等を行い、県内の大気環境の状況を把握。また、県ホームページから環境情報を県民等に

分かりやすく提供するとともに、大気測定データの速報値や光化学オキシダント注意報等発令状況を

迅速に情報提供。 

 
（６）生活環境中の放射能の測定 

ア　生活環境中の放射能濃度等の測定　［環境保全課］ 
福島第一原子力発電所で発生した原子力災害による影響を把握するため、生活環境中の放射能濃度等

の測定を実施しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】県内５か所のモニタリングポストで、大気中の放射線量率を 24 時

間連続して監視。 
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（１）緑地環境等の保全 

農山村地域等は、里山 24、水田・畑などの農用地や集落などで構成される多様な環境が存在し、そ

の中で多くの生物が生息していますが、過疎化・高齢化の進行により、里山・農用地等の有する環境

保全機能の維持が困難な地域も発生しています。 

一方、都市域及び都市近郊では、地域住民の良好な生活環境の維持に資する自然環境の保全を図る

とともに、公園や緑地、街路樹等の整備・保全等により、安らぎのある快適な生活空間を創造してい

く必要があります。 
 

 

図表　3－5－4　緑地環境保全地域数及び面積（令和６年４月１日現在） 

資料：県自然環境課 

 

（２）優れた景観の保全と創造 

本県は中国山地の自然美、瀬戸内海の多島美、水とみどり豊かな田園景観、歴史と伝統に彩られた

活力ある都市景観などを有しており、こうした優れた景観を県民共有の財産として守り育て、次の世

代に引き継いでいくことが求められています。 

県では、平成３年に「ふるさと広島の景観の保全と創造に関する条例（県景観条例）」を制定し、景

観指定地域や大規模行為届出対象地域の指定など、良好な景観形成に努めてきました。平成 16 年には

「景観法」が制定されたことから、市町が景観行政団体となり、主体的に景観行政を推進するよう取

り組んでいます。

【現状と課題】
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都市公園等面積

（全国）

１人当たり

都市公園等面積

（広島県）

（ha） （㎡/人）

（年度）

 ２ 身近な緑地環境等と優れた景観の保全・創造

 区　　　分 地域数 総面積（ha）

 緑地環境保全地域 22 818

図表　3－5－3　都市公園 25 等面積及び1人当たり都市公園等面積

24　里山：市街地等で従来から林産物の栽培、肥料、炭の生産等に利用されてきた森林。近年身近な自然として評価されているが、所有者による維持

管理が困難な状況となっている場合も多い。 
25　都市公園：都市公園法第２条で定義されたもので、国が設置する国営公園と、地方公共団体が設置する街区公園、近隣公園、地区公園、総合公園、

運動公園、広域公園等の都市公園がある。 
 

資料：県都市環境整備課
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また、県内の数々の文化遺産のうち、国・県・市町の文化財に指定・選定・登録された数は約 3,300 件、周

知の埋蔵文化財包蔵地が約 18,000 件あり、いずれも全国的に件数の多い県になっています。この貴重な文化遺

産を、県民共有の財産として保存し次世代に継承するとともに、県民の文化の向上に資するため、整備・活用

を進めることが求められています。 
 

図表　3－5－5　「県景観条例」に基づく景観指定地域（７市町） 

 

 

図表　3－5－6　「県景観条例」に基づく大規模行為届出対象地域 

資料：県環境保全課 

 

図表　3－5－7　「景観法」に基づく景観行政団体　　　　（　　）は、景観行政団体となった日 

資料：県環境保全課 

 

 

※1　目安は、目標値を現状で達成すべき水準に按分した数値 
 
 

【成果指標】 

 名   称 区    域 種  類 指定年月日

  宮島・大野 
 景観指定地域

廿日市市（旧宮島町、旧大野町の区域） 
※H28.4.1 県景観条例の届出事務を適用除外

 旧宮島町：景観モデル地域 
 旧大野町：景観形成地域

H3.12.25

  新広島空港周辺 
 景観指定地域

三原市（旧本郷町、旧大和町の区域）及び東広島

市（旧河内町の区域）
 全　域：景観形成地域 H4. 4. 1

 

 西中国山地国定公園 
 周辺景観指定地域

廿日市市（旧吉和村の区域）、安芸太田町（旧筒

賀村、旧戸河内町の区域）及び北広島町（旧芸北

町の区域） 
※廿日市市域については、H28.4.1 県景観条

例の届出事務を適用除外

 全　域：景観形成地域 H5. 2.10

  西瀬戸自動車道 
 景観指定地域

尾道市（旧御調町の区域を除く） 
※H22.4.1 県景観条例の届出事務を適用除外

 全　域：景観形成地域 H5. 4. 1

 
 安芸灘架橋 
 景観指定地域

呉市（旧蒲刈町、旧下蒲刈町、旧川尻町、旧豊

浜町、旧豊町の区域） 
※H28.4.1 県景観条例の届出事務を適用除外

 全　域：景観形成地域 H6. 4. 1

 三原市（旧本郷町，旧大和町の区域を除く）、府中市（旧上下町の区域を除く）、庄原市（旧口和町、旧比和町、

旧総領町の区域を除く）、大竹市、東広島市（旧福富町、旧河内町の区域を除く）、安芸高田市（旧八千代町の区

域）、江田島市、府中町、海田町、熊野町、坂町、大崎上島町、神石高原町（旧豊松村、旧三和町の区域） 
※次の 3 市はそれぞれ、市景観計画区域となったことから、県景観条例の届出事務を適用除外とした。 
三次市（H19.10.1）、呉市（H20.3.1）、竹原市（R4.8.1） 　（　）内は適用除外とした日

 広島県（H16.12.17）、広島市（H16.12.17）、福山市（H16.12.17）、三次市（H17.4.1）、尾道市（H17.8.1）、 
呉市（H17.10.1）、廿日市市（H21.7.15）、竹原市（R2.10.15）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
担当課 指標項目（内容） 単位

基準年度値 
（R1）

現状値 
（R5）

目標値 
(目標年度)

目安 
※１

指標の 
達成率

進捗 
状況

 
自然環境課 緑地環境保全地域面積 ha 818 818

現状を維持

(R7)
818 100%

目標どお

り達成

資料：県環境保全課



第３章　第５節　地域環境の保全 

８７

 
（１）身近な緑地の保全 

ア　緑地環境保全地域の指定等　［自然環境課］ 

「自然環境保全条例」に基づく緑地環境保全地域を指定し、市街地やその周辺地域の緑地等の保全を

図っています。《緑地環境保全地域指定状況は、｢広島県環境データ集｣参照》 

【令和５年度実績・令和６年度内容】県内 22 か所の緑地環境保全地域の保全を推進。 
 
（２）身近な緑地の整備 

ア　植樹帯などによる道路緑化　［道路企画課、道路整備課］ 

【令和５年度実績・令和６年度内容】緑に恵まれた快適な環境が身近な空間に創出されるよう、道路改

良の際、植樹帯や法面緑化などを必要に応じて行い、良好な道路環境の整備を推進。 
 

イ　都市公園事業　［都市環境整備課］ 

都市公園の整備や都市における緑化の推進により、都市環境を改善するとともに、自然的環境を創出

し、快適で潤いのある生活環境の形成を図っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度は竹ヶ端運動公園（福山市）等、６箇所で公園整備を

実施。 
 

ウ　街路事業　［都市環境整備課］ 

【令和５年度実績・令和６年度内容】市街地やその周辺地域において身近な緑地を確保できるよう、植

樹帯や法面緑化などを必要に応じて行い、良好な道路環境の整備を推進。 
 
（３）身近な農地・農業用施設の保全 

ア　中山間地域等直接支払事業　［農業基盤課］ 

農用地の持つ水源涵養などの公益的機能の維持を図るため、農業生産条件の不利な中山間地域等を対
かん

象として、集落等を単位とする農業生産活動を推進し、耕作放棄の原因となる農地生産条件の不利性を

補正する直接支払を実施しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和２年度から５年間の第５期対策を実施しており、持続的な農

業生産活動を推進。令和５年度は協定面積 20,464ha に対し、2,737,712 千円を交付。 

 

イ　農業・農村多面的機能支払事業　［農業基盤課］ 
農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮のための地域活動や、道水路及び農村環境の適切な保全

活動を支援することにより、持続的な農業生産活動を通じた農地の公益的機能を維持しています。 
【令和５年度実績】農地維持761組織（18,875ha）、556,232千円、資源向上（共同活動）528組織（15,716ha）、

276,875 千円及び資源向上（長寿命化）75 組織（5,400ha），230,951 千円を交付。 

【令和６年度内容】協定面積を拡大して実施予定。 
 
 

【取組状況】
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ウ　農薬適正使用推進対策事業　［農業技術課］ 

農産物の安全性向上や農薬による危害を防止するため、農薬販売者及び農薬使用者等に対する講習会

の開催や農薬取締法に基づく立入検査権限を持つ市町とともに検査等を実施しています。また、農薬使

用者等に対し、農薬に関する正しい知識の普及を行っています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度は、講習会を県内５会場（参加者数 441 名）で開催す

るとともに、立入検査を 123 件（うち指導件数 27）実施。（注）立入検査件数は、権限移譲市町分を含む。 
　令和６年度についても、県内５会場での講習会の開催と 125 件程度の立入検査を実施予定。 
 

エ　農業生産資材総合対策事業　［農業技術課］ 

肥料の品質の確保等に関する法律に基づき、肥料生産・販売の届出等の事務処理を行うとともに、立

入検査により、品質の確保や表示が適正に行われているかを確認しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度は、肥料登録申請・届出（355 件）を受付するととも

に、15 件の立入検査を実施。（注）件数は、令和５年１月から令和５年 12 月までの実績で、肥料販売業務に

係る権限移譲市町分を含む。令和６年度については 10 件程度の立入検査を実施予定。 

 

（４）市町主体の景観行政の促進 

ア　市町主体の景観施策の促進　［環境保全課］ 

　　　地域の特性を活かしたまちの景観整備が進められるよう、まちづくりの主体である、市町による景観 
行政の一層の促進を図っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】市町担当者の事例研修の実施や、広島県景観会議の運営を支援。

また、「市町景観計画策定の手引き」を活用し、景観法に基づき、市町が自然的、社会的特性に応じて

景観計画を策定するよう働きかけるなど、市町主体の景観施策を促進。 

 

（５）自然景観の保全 

ア　県景観条例に基づく届出制度の運用　［環境保全課］ 

「県景観条例」に基づき、景観指定地域や大規模行為届出対象地域を指定して、市町が大規模建築物

の建設や造成行為等の届出指導を行っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】良好な景観の保全等のために届出制度による指導を実施。 

令和５年度の市町への大規模行為等の届出実績は 165 件。 

 

イ　道路環境整備事業　［都市環境整備課］ 

良好な街並み景観の創造を図るため、市街地やその周辺地域において身近な緑地を確保できるよう、

植樹帯や法面緑化などを必要に応じて行うことにより、優れた景観の形成を図っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度は街路事業 14 路線の整備を推進。令和６年度は街路事

業 13 路線の整備を推進。 

 

ウ　広島港色彩計画に基づく協議　［港湾漁港整備課］ 

広島港において、統一感のある良好な景観を創出することで、誰もが行ってみたい、愛着の持てる港

空間創りを図るため、広島港色彩計画に基づき、建物の新設や外観の変更等を行う者と協議を行ってい

ます。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】良好な景観の創出のために協議制度を活用。
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（６）文化的景観の保全 

ア　指定文化財の管理及び保存・修理　［文化財課］ 

所有者等が実施する保存修理事業等に要する経費の一部を助成するとともに、国指定文化財の防災設

備保守点検、雪降ろし等に要する経費の一部を助成し、指定文化財の適切な保存と管理を推進していま

す。 

（ア）国指定文化財保存事業 

国指定文化財の保存修理・防災施設設置事業に対し助成しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度は重要文化財常称寺（尾道市）など９件の保存修理

事業に対し助成。令和６年度は 13 件の助成を予定。 

（イ）県指定文化財保存事業 

県指定文化財の保存修理事業等に対し助成しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度は史跡石泉文庫及塾・僧叡之墓（呉市）など３件の

保存修理事業に助成。令和６年度は５件の助成を予定。 

（ウ）指定文化財管理事業 

国指定文化財の防災設備保守点検、雪降ろし等に対し助成しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度は国宝不動院金堂（広島市）など 33 件の防災設備保

守点検事業等に対し助成。令和６年度は 33 件の助成を予定。 

  

イ　歴史的文化遺産の継承と活用　［文化芸術課・文化財課］ 

県内の国・県指定文化財等の保存と活用を図るため、インターネット等を通じて文化財情報の公開や

県所有の文化財を公開しています。 
（ア）文化財ホームページ［広島県の文化財］の公開活用 

国・県指定文化財の所在地や内容、写真等の情報を紹介し、指定文化財の公開活用を推進しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】新指定文化財情報など文化財に係る情報を適宜追加。 

（イ）縮景園・みよし風土記の丘（浄楽寺・七ツ塚古墳群）の公開活用 

広島を代表する名勝縮景園や県北の古墳文化を象徴する史跡浄楽寺・七ツ塚古墳群を公開し、広島

県の歴史と文化に関する学習機会を提供しています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】利用促進と学習支援の充実を図るために縮景園、浄楽寺・七ツ

塚古墳群の環境整備や茶会等の行事を実施。令和５年度の見学者数は、縮景園が約 33 万２千人、浄

楽寺・七ツ塚古墳群が約７万７千人。 

 

ウ　埋蔵文化財の保護　［文化財課］ 

埋蔵文化財の保護（保存と活用）を図るため、「広島県遺跡地図」を活用して埋蔵文化財包蔵地を周知す

るとともに、開発事業との調整により、埋蔵文化財の現状保存あるいは記録による保存を図っています。 
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（ア）県内遺跡詳細分布調査事業 

開発事業地内等の埋蔵文化財の有無について確認する踏査、試掘調査を実施するとともに、埋蔵文

化財保護と開発事業との調整を行っています。 

【令和５年度実績】都市計画道路吉行飯田線街路事業など２事業計画地の試掘調査、県内各地の開発

事業計画地現地踏査及び市町への支援を実施。 

【令和６年度内容】都市計画道路吉行飯田線街路事業計画地の試掘調査、県内各地の開発事業計画地

現地踏査及び市町への支援を実施予定。 

（イ）遺跡地図の公開・活用 

「広島県遺跡地図」を公開・活用し、埋蔵文化財の一層の保護を図っています。 
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（１）自然公園 2 等の指定 

我が国を代表する優れた自然の風景地である国立公園やそれに準ずる地域である国定公園は「自然公

園法」に基づき国より指定されています。また、都道府県を代表する優れた自然の風景地である県立自

然公園は条例に基づき県知事が指定しています。これらの自然公園においては、生物多様性の確保など

自然環境の保護を図るとともに、自然とのふれあいの場として適正な利用を推進しています。自然公園

の保護と利用を適正に行うため、それぞれの公園ごとに公園計画が定められています。 

県内には、瀬戸内海国立公園、比婆道後帝釈国定公園、西中国山地国定公園及び６箇所の県立自然公

園があり、それらの面積は県土の約４％を占めています。 

また、このほかに、県内の優れた自然環境の保全を図るため、「自然環境保全条例」に基づき「自然環

境保全地域 3」等の指定を行っています。《自然公園等指定状況は、「広島県環境データ集」参照》 
 

図表　4－1－1　自然公園の面積（令和６年４月１日現在） 

資料：県自然環境課 

 

図表　4－1－2　県自然環境保全地域等の地域数及び面積（令和６年４月１日現在） 

資料：県自然環境課 
 

（２）自然とのふれあいの増進 

自然公園等の利用者は、新型コロナウイルスの収束とともに、外出機会の増加やイベントの再開等に

より、コロナ禍以前の水準まで順調に回復しています。 《自然公園等位置図は、「広島県環境データ集」参

照》

【現状と課題】

 第１節　自然資源の持続可能な利用

 
区　　分 箇所数 総面積(ha)  

特別地域 普通地域
 うち特別保護地区

 国 立 公 園 1      10,685       7,569         203        3,116

 国 定 公 園 2      20,731      20,731         692            －

 県立自然公園 6       6,441       6,441           －            －

 計 9      37,857      34,741         895        3,116

 区　　分 地域（区）数 総面積(ha)

 県自然環境保全地域 27         2,054 （特別地区 1,248、普通地区 806）

 緑地環境保全地域 22           818

 自然海浜保全地区 19            17 （陸域面積）

 計 68         2,889

1  生物多様性：自然生態系を構成する動物、植物、微生物など地球上の豊かな生物種の多様性とその遺伝子の多様性、そして地域ごとの様々な生態系

の多様性をも意味する包括的な概念。 
2　自然公園：自然公園法に基づき、優れた自然の風景地を保護し利用することを目的として地域を指定する公園制度。国立公園、国定公園、都道府県

立自然公園の３種類がある。 
3　自然環境保全地域：自然環境の適正な保全を総合的に推進するため、「自然環境保全法」や都道府県条例により定められた地域。高山性植物の自生

地、すぐれた天然林、湿原等の特異な地質・地形などを主たる保全対象とし、これと一体をなす自然環境で保全の必要性の高い地域。

第４章　自然環境と生物多様性 1の保全
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図表　4－1－3　　自然公園等の利用者数　　　　　　　　　（単位：千人） 

　　※1 端数処理の関係で、合計は一致しないことがある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：県自然環境課 

　　※2県民の森の R2 利用者数については、R2.7 月末までの数値 
 
 

図表　4－1－4　野外レクリエーション施設等の状況（令和６年４月１日現在） 

資料：県自然環境課 

 

（３）水辺の保全・再生 

河川整備においては、災害防止の観点とともに、生物の生育・育成、水の浄化等の機能を保全・創造

することの重要性を認識し、自然環境や生態系の保全に配慮した多自然型工法の導入や、親水性や景観

に配慮した護岸整備を進めています。 

一方、県内の自然海岸は、高度経済成長期から行われた各種の開発行為等により、約 31.5％が残存す

るのみとなっていることから、優れた環境を有する自然海岸の保全を図るため「自然海浜保全条例」に

基づき「自然海浜保全地区」に指定しています。 

水質の浄化機能を有し、魚介類の産卵・成育等の場として重要である藻場・干潟についても、沿岸域

の環境変化や開発行為等により減少していることから、残された藻場・干潟を保護・保全するとともに、

周辺の景観や生態系などの自然環境と調和した人工海浜や離岸堤、緩傾斜護岸の整備等を行う必要があ

ります。 
また、ダム貯水池、ため池、農業用水路などの水辺は、魚、昆虫をはじめ野鳥が活動し、水生植物な

どを含む豊かな生物相が育まれており、地域住民の散策、レクリエーションなどの憩いの場所として、

重要な役割を果たしています。《自然海浜保全地区指定状況は、「広島県環境データ集」参照》 
 

図表　4－1－5　自然海浜保全地区数及び面積（令和６年４月１日現在） 

  資料：県自然環境課 

 区　　分 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

 国 立 公 園 8,032 7,089 7,367 3,524 3,062 4,286 6,324

 国 定 公 園 995 918 870 595 619 649 694

 県 立 自 然 公 園 521 357 423 426 408 417 406

 県 民 の 森 122 111 112 14※2 115 122 78

 もみのき森林公園 179 163 167 127 114 130 102

 県 民 の 浜 65 41 51 29 32 44 55

 中 央 森 林 公 園 295 285 288 246 232 267 248

 中 国 自 然 歩 道 365 319 328 228 323 406   352

 県 自 然 歩 道 36 33 34 33 31 34 31

 合　　計 10,610 9,316 9,641 5,222 4,936 6,353 8,289

 区　　分 規　　模

 県 民 の 森 1,164　ha

 も み の き 森 林 公 園 400　ha

 県 民 の 浜 　　　23  ha

 中 央 森 林 公 園 267　ha

 中 国 自 然 歩 道 455　km

 県 自 然 歩 道 　125　km

 区　　分 地区数 陸域面積（ha）

 自然海浜保全地区 19 17
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（４）瀬戸内海の総合的な環境保全・創造施策の推進 

高度経済成長期に、工場排水や生活排水などにより悪化した瀬戸内海の水質環境は、これまでの規制的

措置により危機的な状況は脱したものの、近年は横ばいの状況にあります。 

　本県の藻場・干潟についても、沿岸域の環境変化や開発行為等により減少傾向でしたが、藻場等の造成

や海底の堆積物除去などにより、近年は横ばいの状況にあります。 
自然海岸については、約 31.5％が残存するのみで、全国の 53.1％に比べ少なくなっています（平成 10

年時点。環境庁第５回自然環境保全基礎調査より）。 

　　今後の瀬戸内海の環境施策においては、従来の規制を中心とした保全型施策の充実に加え、失われた自

然や自然のもつ機能をどのように回復していくかという視点で、地域の特性に応じた新たな環境修復・創

造施策を展開していくことが求められています。 
 

 

※1　目安は、目標値を現状で達成すべき水準に按分した数値 
※2　この造成面積は、県が造成した面積（市町が造成した面積は含んでいない。）  
※3　平成 23 年度～令和元年度の累計 
※4　平成 23 年度～令和 7年度の累計 

 

＜未達成の項目の要因と今後の対応方針＞ 

【成果指標】 

 
担当課 指標項目（内容） 単位

基準年度値 
（R1）

現状値 
（R5）

目標値 
(目標年度)

目安 
※１

指標の 
達成率

進捗状況

 
自然環境課 自然公園利用者数

千
人

9,642 8,289
基準年度値
より増加 

（R7）
9,642 86.0% 未達成

 
自然環境課 県自然環境保全地域面積

ha

2,054 2,054
2,054 
(R7) 2,054 100.0%

目標どお

り達成

 
自然環境課 自然公園面積 37,857 37,857

37,857 
(R7)

37,857 100.0%
目標どお

り達成

 
自然環境課

自然海浜保全地区面積（陸
域）

ha 17 17
17 

(R7)
17 100.0%

目標どお

り達成

 
森林保全課 森林ボランティア参加数 人 78,108 71,648

78,108 
(R7)

78,108 91.7% 概ね達成

 
水 産 課

アマモ場、ガラモ場等の造
成面積※2 ha 26.2※3 43.0

46.2※4 

(R7)
40 107.5%

目標どお

り達成

 指標項目(内容) 目標と実績の乖離要因 今後の対応方針

 自然公園利用者数 自然公園利用者数はR1年度まで概ね目標を達成

していたが、R2 年度からの新型コロナの影響によ

り R4 年度まで大幅に減少し目標は未達成となっ

た。R5 年度は、新型コロナの収束に伴い利用者数

は 8,289 千人となり、最終年度の目標数値（9,642

千人）に対して 86％まで回復してきている。

自然公園等施設において快適な施設利用が

できるよう、計画的な更新、機能強化を図ると

ともに、自然公園等施設の魅力向上や民間活力

の導入の検討など施設の活性化に取り組む。



第４章 第１節 自然環境と生物多様性の保全 

 

９４ 

 

（１）自然公園等の保全対策の推進 

ア 自然公園等の保全と管理 ［自然環境課］ 

自然的・社会的条件の変化に対し、保護と利用の調和を図っています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】令和５年度はもみのき森林公園のリニューアルに向けた再整備、

G7 ひろしまサミット開催に備えた修繕等、自然災害による自然公園内の早期復旧に努めたところです。

令和６年度は計画的な更新・機能強化を図り、更なる利用促進に向けた取組をすすめていきます。 

 

イ 自然公園等施設整備事業 ［自然環境課］ 

自然公園等（国立公園、国定公園、県立自然公園、野外レクリエーション施設及び長距離自然歩道（中

国自然歩道、県自然歩道））においては、新しい生活様式や多様化する利用者ニーズ、施設の老朽化を踏

まえた自然公園等施設の魅力向上や民間活力の導入の検討など、施設の活性化に取り組みます。 

【令和５年度実績】 

公園名 事業箇所 内容 

西中国山地国定公園 三段峡 歩道安全対策 

比婆道後帝釈国定公園 県民の森 スキーリフト整備等 

野外レクレーション施設 もみのき森林公園 施設再整備 

【令和６年度内容】 

公園名 事業箇所 内容 

瀬戸内海国立公園 極楽寺山 水上デッキ修繕 

西中国山地国定公園 三段峡 歩道法面等安全対策工事  

比婆道後帝釈国定公園 県民の森 スキーリフト整備 

比婆道後帝釈国定公園 帝釈峡 橋梁塗装 

野外レクレーション施設 中央森林公園 転落防止柵更新 

   ※１箇所当たりの事業費が 1,000万円以上のものを掲載 

 

（２）水辺の保全・再生 

ア 自然海浜保全地区の指定等 ［自然環境課］ 

優れた環境を有する自然海岸を自然海浜保全地区に指定し、自然海浜の保全及び適正な利用を図って

います。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】自然海浜保全地区（19 か所）の保全と適正な利用を推進。 

 

イ 水産基盤整備事業 ［水産課］ 

藻場 4や干潟 5などの魚介類の産卵、幼稚魚の育成のための場づくりや、優良な漁場を構成するととも

に、海底に堆積したゴミを除去して漁場環境を保全することにより、漁場生産力の向上を図っています。 

【令和５年度実績】藻場の造成（広島県 2.8 ha）、海底の清掃（呉市 4.55km2）を実施。 

【令和６年度内容】藻場の造成（広島県 2.8ha）、海底の清掃（呉市 4.20km2）を実施。 

 

 

【取組状況】 

4 藻場：沿岸浅海域で、大型の海藻や海草が濃密に繁茂し群落を形成している場所。魚の産卵や生育の場として重要な役割を果たしている。 

5 干潟：干潮時に現れる砂泥質の平坦な場所。プランクトンなどの微生物や多種多様な生物の生息の場となり、海水を浄化する機能がある。水鳥の飛

来場所にもなっている。 
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ウ　多自然川づくり　［河川課］ 

水生生物・水生植物の維持・回復に配慮した工法の採用等により、自然環境に配慮した河川の整備を

進めています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】椋梨川及び三津大川（東広島市）において、災害関連事業に伴う

護岸等設計及び工事を実施中。引き続き、生物環境調査結果を踏まえ、地域の状況を考慮した工法に

より整備を促進。 
 

エ　美しい川づくり　［河川課］ 

猿猴川は、広島駅を利用して広島を訪れた方が最初に目に触れる河川であり、この周辺は「広島らし

さ」を発信する絶好のエリアです。そこで、広島駅周辺地区の水辺を、水の都の玄関口にふさわしい広

島の象徴的な空間とするため、県と広島市が連携して「美しい川づくり」に取り組んでいます。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】民間主体の恒常的かつ自立的な賑わい創出に向けた検討。 

 

オ　放置艇の解消　［港湾振興課］ 

秩序ある公有水面の利用を図っていくため、令和７年度末までに県内の放置艇を解消することを目標

に、プレジャーボート等の係留保管の適正化に取り組んでいます。 

【令和５年度実績】地区別実施計画に基づき、現場における新たな放置等禁止区域の指定、係留許可等

の事務を実施。係留保管場所届出制度を全面開始。 
【令和６年度内容】引き続き、新たな放置等禁止区域の指定、係留許可等の事務を継続。 

 

カ　港湾環境整備事業　［港湾漁港整備課］ 

港湾のアメニティを高め、人々が集い、賑わい、やすらぐ場とするため、緑地などの環境整備を行っ

ています。 

【令和５年度実績・令和６年度内容】広島港で整備した干潟のモニタリングを実施。 

 

（３）瀬戸内海の環境保全の推進 

ア　環境保全・創造施策の推進　［環境保全課］ 

「瀬戸内海環境保全・創造プラン」及び「瀬戸内海の環境の保全に関する広島県計画」に掲げる各種

施策を総合的に推進しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】瀬戸内海の環境の保全に関する広島県計画を推進するため、引続

き施策の進行状況の把握及び取りまとめを実施。平成 27 年３月に国基本計画が変更されたため、これ

を受け、平成 28 年 10 月、県計画を変更。
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図表　4－1－6　【瀬戸内海環境保全・創造施策の展開】 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
イ　せとうち海援隊支援事業　［環境保全課］ 

海浜における環境保全活動（海浜清掃・美化及び海岸・干潟生物調査）を実施する団体等を「せとう

ち海援隊」として認定し、活動に対し、①傷害保険、賠償保険への加入、②活動に必要な資材の提供、

③活動状況のＰＲ等　により支援しています。 
【令和５年度実績・令和６年度内容】市町と連携しながら、傷害保険への加入、活動状況のＰＲ等によ

りせとうち海援隊の活動を支援。（令和５年度末の認定団体：40 団体） 

 
図表　4－1－7　せとうち海援隊制度における各団体の役割 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ　「瀬戸内海環境保全知事・市長会議」、「(公社)瀬戸内海環境保全協会」への参画　［環境保全課］ 

関係府県・市・漁協・環境保全団体と連携して瀬戸内海の総合的な環境保全対策、瀬戸内海再生のた

めの取組等を行っています。 

 

「瀬戸内海環境保全・創造プラン」（平成 13 年３月） 
　県民・事業者・行政の各主体の役割分担のもとで、相互に連携 
しながら環境保全・修復・創造を推進していくための基本的な指針

せとうち海援隊 
（住民団体、企業）

関係市町 県

○　海浜の清掃・美化 
○　海岸・干潟生物調査の実施 
○　活動状況、調査結果等を県に報告

○　回収したごみの処分等に協力 
○　県と連携し、プログラムをバッ
クアップ（広島市を除く）

○　せとうち海援隊の認定 
○　傷害保険・賠償保険への加入 
〇　活動に必要な資材の提供 
○　海援隊旗・パンフレットの作成 
○　活動状況のＰＲ 
○　生物調査の結果の集計・公表等

連　携

｢瀬戸内海の環境の保全に関する広島県計画｣の見直し（平成 20年６月） 
　瀬戸内海環境保全特別措置法に基づき、瀬戸内海の環境保全に関し実施すべき施策を

定めた総合的な計画

資料：県環境保全課

｢瀬戸内海の環境の保全に関する広島県計画｣の変更 
　美しく恵み豊かな瀬戸内海の実現を基本理念とし、多様な主体によ

り里海づくりが継続されていることを目指す計画

「瀬戸内海環境保全基本計画」の変更（平成 27 年３月） 
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【令和５年度実績】瀬戸内海の共通課題等に係る協議検討、瀬戸内海の環境保全・再生に関する国への

要望や、「里海づくり」支援事業・調査研究などを実施。 

【令和６年度内容】引き続き、関係府県等と連携して広域的な取組を推進。 

※　関連事業：下水道の整備促進（P65）、農業･漁業集落排水処理施設の整備促進（P65）、浄化槽の整備促

進等（P65）、排水規制等の実施（P67）、水産基盤整備事業（P94）、放置艇の解消（P95）、港湾環境整

備事業（P95） 

 

（４）プラスチックごみの海洋流出防止対策：再掲（P77）



　　 

もみのき森林公園は、設置から30 年以上が経過し、利用者ニーズに対応できていない施設が

あったことなどから、社会ニーズの変化等を踏まえながら、施設機能や運営体制の見直しを行

い、令和６年４月にリニューアルオープンしました。 

□多様化するアウトドアスタイルに対応するキャンプサイト 

有効活用されていなかった施設をキャンプサイトとして改修し、サイ 

ト数を60サイトから166サイトへと、約2.8倍に拡大しました。　　 

プライベート感あふれる林間サイトだけでなく、空が大きく開けた開 

放的な大空サイトも整備しました。 

また、需要の高い冬キャンプが楽しめるエリアや、ペットと過ごせ

る柵付きサイト等、多様化するキャンプニーズに対応しています。 

 

□新たなキャンプ体験「TENT★CABIN」を全国で初めて導入 

テントの「自由」と 建物の「安心」の ちょうど間にあるような心地 

よさを追求した「TENT★CABIN」を設置しました。 

やさしい印象のしっかりとした木の構造と、大きく開く可動式の屋根 

からは、空間のひろがりや自然とのつながりを強く感じることができま 

す。 

また、いつでも焚火が楽しめる「焚火リビング」も併設しています。 

 

□主要なトイレを全て洋式化 

利用者からの改善要望の多かった和式トイレを全面洋式化し、年齢や 

性別を問わず、誰もが安心して快適にご利用いただける環境を整備しま 

した。 

 

□フォレストアドベンチャー広島にキッズコースを新設 

公園内には、全国40箇所で事業展開する自然共生型アウトドアパーク 

「フォレストアドベンチャー」があり、身長90cm以上の子供が挑戦でき 

るキッズコースがオープンしました。 

山の地形を利用したジップスライドなど、７コース25アクティビティ 

を楽しむことができ、キッズコースとしては全国最大規模です。 

ハーネス（安全器具）を装着し、保護者の方の目の届く範囲で、安心 

して楽しむことができます。 

＜ コラム ＞

もみのき森林公園のリニューアルオープンについて

林間サイト

TENT★CABIN

トレーラー内トイレ

キッズコース

＜公園ＨＰ＞ 

https://mominoki-shinrinkoen.jp

９８

https://mominoki-shinrinkoen.jp/
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本県は、中国山地を形成する 1,000m 級の山々の北部積雪地帯とそれに続く内陸の台地、気候温暖な瀬戸内

沿岸部や島しょ部からなり、その複雑な地形と多様な気候によって、豊富な生物相を有しています。一方で、

県内に生息する１万６千種を超える野生生物のうち、絶滅のおそれのある野生生物として 1,161 種（うち 41

種は既に絶滅）が選定され、そのうち緊急に保護対策を要する野生生物としてミヤジマトンボなど動物７種、

ヤチシャジンなど植物４種が「野生生物の種の保護に関する条例」により、指定野生生物種等に指定されて

います。 

こうした希少な野生生物について、生息・生育状況等の現状を把握するとともに、野生生物に関する情報

の提供を行い、野生生物保護思想の普及啓発を行う必要があります。 
また、「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」や「野生生物の種の保護に関する条例」に

基づき、野生生物の保護を進めるとともに、鳥獣保護区や野生生物保護区の指定などにより、生息・生育域

の保全を図る必要があります。 
一方、ニホンジカやイノシシなどの一部の野生鳥獣については、農林業への深刻な被害が生じており、ま

た、ツキノワグマによる人身被害が発生するなど、適切な個体数管理が求められています。 
また、海外から持ち込まれた外来生物が、人間の生活や生態系に大きな影響を及ぼしており、本県におい

てもアライグマやアルゼンチンアリ、セアカゴケグモなどの特定外来生物の生息が確認されており、生息域

の拡大を防止する必要があります。さらに、平成 29 年６月に国内で初めてヒアリが確認されており、ヒアリ

の侵入初期段階での徹底的な防除及び拡散を防止する必要があります。 

これらの課題について、総合的かつ計画的に対策を実施するため、平成 25 年３月に策定した「未来へつな

げ命の環！広島プラン～生物多様性広島戦略～」に基づき、生物多様性の保全及びその持続可能な利用を図

ることとしています。 
 

図表　4－2－1　絶滅のおそれのある野生生物の種の選定状況（令和３年度） 

【現状と課題】
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分類群

県内 カテゴリー別種数 選定 
種数  種数 絶滅 絶滅危惧Ⅰ類 絶滅危惧Ⅱ類 準絶滅危惧 情報不足等

 種子植物・シダ植物 2,928 4 111 153 151 38 457

 コケ植物 719 0 37 9 5 3 54

 藻類 1,258 0 1 2 13 16 32

 地衣植物 382 1 3 5 7 0 16

 菌類 700 0 7 9 26 0 42

 海藻類 約 200 0 3 1 1 5 10

 哺乳類 43 2 7 5 8 1 23

 鳥類 302 1 6 9 17 14 47

 爬虫類 16 0 0 1 4 0 5

 両生類 19 0 1 8 4 1 14

 魚類 548 2 9 9 21 16 57

 昆虫類 8,318 15 43 48 89 36 231

 貝類 708 16 40 25 22 27 130

 その他無脊椎動物 412 0 4 4 21 14 43

 合計 16,553 41 272 288 389 171 1,161

資料：県自然環境課
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図表　4－2－2　指定野生生物種等の指定状況 

資料：県自然環境課 

　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　図表　4－2－3　野生鳥獣による農作物被害額　　　　　　　　　　（単位：百万円） 

*端数処理により合計が一致しない場合がある 
資料：県農業技術課 

 

※1　速報値 
※2　広島県、島根県、山口県の合計 
 

＜未達成の項目の要因と今後の対応方針＞ 

【成果指標】 

 種 　 　 名 分　　類 種 　 　 名 分　　類

 ツ キ ノ ワ グ マ 哺 乳 類 ヒ メ シ ロ チ ョ ウ 昆 虫 類

 ア ビ 類 
（シロエリオオハム、オオハム、アビ）

鳥 類
ミ ズ ニ ラ 

（シナミズニラを含む。）
シ ダ 類

 ダ ル マ ガ エ ル 両 生 類 オ グ ラ セ ン ノ ウ 種 子 植 物

 スイゲンゼニタナゴ 淡 水 魚 類 ツ ル マ ン リ ョ ウ 〃

 カ ワ シ ン ジ ュ ガ イ 陸淡水産貝類 ヤ チ シ ャ ジ ン 〃

 ミヤジマトンボ※ 昆 虫 類
計 11 種類 

（※は特定野生生物種。）

 区　　分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

 イノシシ 289 302 286 354 358 305 255 202

 シ　　カ 35 33 42 44 53 48 52 54

 サ　　ル 11 8 ７ 5 10 10 5 4

 その他獣類 9 12 　　9 12 16 14 15 12

 鳥　　類 53 52 45 61 76 83 75 67

 計 397 408 389 476 513 461 402 339

 
担当課 指標項目（内容） 単位

基準年度 
(R1)

現状値 
（R5）

目標値 
(目標年度)

目安
指標の 
達成率

進捗 
状況

 
自然環境課

レッドデータブッ
クひろしま掲載数

種
1,161 

　（R3）
1,161 － － － －

 
自然環境課

自然観察会への参
加者数

人/年 6,296 5,753
6,000 
（R7）

6,099 94.3% 概ね達成

 
自然環境課

イノシシ年間捕獲
頭数

頭/年 29,531 29,235※1 35,000 以上 
(R4) 

35,000 83.5% 未達成

 
自然環境課

ツキノワグマ年間
除去頭数

頭/年 189 234※2 135以内※2 

(R4) 
135 26.7% 未達成

 指標項目(内容) 目標と実績の乖離要因 今後の対応方針

 イノシシ年間捕

獲頭数

捕獲目標頭数は、被害軽減を目的とした

目安値であり、捕獲頭数は未達成であるも

のの、農作物被害額は減少傾向。

さらに農業等の被害を軽減するため、引

き続き個体群管理に取り組む。

 ツキノワグマ年

間除去頭数

人家周辺への出没など、人とツキノワグ

マの軋轢の増加により、捕獲数が増加。

生息実態を改めて把握するとともに、出

没対策の強化に取り組む。


